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経済産業研究所データベース業務 民間競争入札実施要項（案） 

 

独立行政法人経済産業研究所 

１．趣旨 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。以下、「法」という。）

に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる利益を享受する国民の立

場に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行い、その実施について、透明かつ公正な競争

の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させることにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サ

ービスを実現することを目指すものである。 

上記を踏まえ、独立行政法人 経済産業研究所理事長は、公共サービス改革基本方針（平成１９年１２

月２４日閣議決定）別表において民間競争入札の対象として選定された経済産業研究所データベース業務

（以下、「データベース業務」という。）について、公共サービス改革基本方針に従って、本民間競争入札

実施要項（以下、「実施要項」という。）を定める。 

 独立行政法人経済産業研究所（以下、「当研究所」という。）は、独立行政法人経済産業研究所法に基

づき、「内外の経済及び産業に関する事情並びに経済産業政策に関する基礎的な調査及び研究等を効率的

かつ効果的に行うこと」を目的とし、様々な研究プロジェクトを実施している。今回の対象となるデータ

ベース業務は、これらの研究プロジェクトの中で作成され公開されている二次加工統計作成に関連する作

業である。 

 

２．データベース業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき業務の質に関する事項 

 (1) データベース業務の概要 

  データベース業務は、日本産業生産性データベース（Japan Industrial Productivity Database：JIP）

基礎資料収集・入力業務とRIETI Trade Industry Database（RIETI-TID）作成等業務の２つに分かれる。 

JIPは、日本の経済成長と産業構造変化を分析するための二次加工統計であり、詳細な産業レベルの全

要素生産性の動向やその決定要因についての研究・分析に利用されている。また、欧州連合（EU）の生

産性に関する国際連携プロジェクトEU KLEMS や OECD のデータベースプロジェクトに参加することによ

り、日本の産業構造や産業別生産性動向を、米国やEU加盟国、韓国など、他の先進諸国との比較に用い

られるなど、世界的にも高く評価されている。JIP基礎資料収集・入力業務は、このJIPを作成するため

の基礎データを収集・入力するものである。 

RIETI-TIDは、国連が作成しているCOMTRADEのデータを基に作成された二次加工統計であり、世界各

国の産業別生産段階別の貿易構造の変化を把握するために用いられ、これを用いた分析が通商白書に例

年掲載されているものであり、RIETI-TID作成業務はこのRIETI-TID自体を作成するものである。 

 

(2)データベース業務の詳細及び作業要領 

  本業務は、次の作業手順に従い、期日までに成果を提出するものとする。 

① JIP基礎資料収集・入力業務 

(ア)  統計データの入手作業 

・民間事業者は、別添１に掲げた統計データを入手する。 

（２年目、３年目については、労働の No. 11, No. 12, No. 13 を除き前年度に収集したデー

タの次年度のものとする） 
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(イ)  入手した統計データの入力作業及び元データの納品 

・民間事業者は、入手した統計データ及び元データを別添２に掲げる形式に従って納品する。 

 

（ウ）納期について 

 ＜１年目＞ 

・納期①：2009年12月20日（12月15日までに公表されたデータについて。但し、労働のNo. 

11, No. 12, No. 13を除く） 

  ・納期②：2010年1月30日（1月25日までに公表されたデータ及び労働のNo. 11, No. 12, No. 

13について） 

・それ以降：2010年1月25日以降に公表されたデータは、適宜速やかに（５日程度）。 

・データの配布方法又は公表様式が仕様書と異なっていた場合には、その旨速やかに当研究所

に報告すること。 

 

＜２年目＞ 

・納期①：2010年8月20日（8月15日までに公表されたデータについて） 

  ・納期②：2010年10月30日（10月25日までに公表されたデータについて） 

  ・それ以降：2010年10月25日以降に公表されたデータは、適宜速やかに（５日程度）。 

 

＜３年目＞ 

・２年目に準じる(前年度に収集・入力した後に公表されたデータを対象とし、2年目と同様に、

第１回納期・第2回納期・それ以降に分けて作業を行う) 

 

（エ）統計データの入手作業にかかる事前確認 

・２年目及び３年目の統計データ入手作業は仕様書作成時より１年が経過した時点での作業と

なるため、データの配布方法又は公表様式が仕様書で示したものから変更されている可能性

がある。そのため、以下のように事前確認を行うこととする。 

 

・事前確認①：各年の6月10日までに公表されたデータについては、6月15日までに配布方法

及び公表様式について確認し、前年度から変更があった場合は、その旨速やかに当研究所に

報告すること。データの公表様式が前年度と異なるものについては、当研究所からデータ収

集作業について指示する。8月15日までに本データ収集作業の指示がない場合には、納期は

10月 30 日（納期②）とする。9月15日までに当研究所からデータ収集作業の指示がない場

合には、当該データの収集は不要とする。 

 

【事前確認①の日程】 

＜２年目＞ 2010年6月15日（6月10日までに公表されたデータについて） 

＜３年目＞ 2011年6月15日（6月10日までに公表されたデータについて） 

 

・事前確認②：各年の6月11日以降に公表されたものについては、データの公表様式が前年度

と異なる場合には、その旨速やかに当研究所に報告し、データ収集作業は指示があるまで待
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つこと。当研究所への報告の日から90日経過しても当研究所からデータ収集作業の指示がな

い場合には、当該データの収集は不要とする。データの配布方法のみが異なる場合には当研

究所に報告の上、データ収集作業を行うこと。 

 

②RIETI-TID作成等業務 

    （ア）RIETI-TIDの作成及びHP上での公開業務 

・既存の RIETI-TID の更新業務を行う。民間事業者は別添３に従って、データ作成を行い、当該

データを既存の RIETI-TID のデータに付加(更新)する。更新後のデータを基に検索システムを

付加したデータベースを構築し、これを民間事業者が直接又は間接に管理するサーバーに保

管・維持・管理するとともに、当所ホームページ閲覧者からの検索に供する。 

・更新後のデータ、データベース、データベース生成システム(データを作成する際に使用したプ

ログラムのソースコード)及び検索システム(検索システムのソースコード)を当研究所に納入

する。 

・その際、国連COMTRADEを基に作成するRIETI-TIDの公開が可能となるよう、RIETI-TIDは二次

加工統計であり国連COMTRADEの著作権を侵害するものではないことの確認を民間事業者が毎年

国連担当者へメールで行うこと。 

 

（イ）納期について 

   ＜１年目＞ 

・2009年2月20日までに公表された2008年のデータを付加したデータベースをHP上で2010

年3月1日から2011年2月28日（時期更新）まで公表すること。 

 

   ＜２年目＞ 

  ・2010年2月20日までに公表された2009年のデータを付加したデータベースをHP上で2011

年3月1日から2012年2月28日（契約終了日）まで公表すること。 

 

・国連の COMTRADE のデータは国毎に順次公表されるものであるため、RIETI-TID の対象国に関

するデータの公表が遅れる可能性があり、各年2月20日までに国連COMTRADEに公表されてい

ない対象国のデータについては作業を不要とし、当該国名を当研究所に報告するものとする。 

 

 (3) 入札対象事業にあたり確保されるべきサービスの質 

①  JIP基礎資料及びRIETI-TIDの基礎となる統計データを誤りなく入手すること。 

②  JIP基礎資料を別添２の方法に従って適切に入力すること。 

③   RIETI-TID の基礎となる統計データを別添３の方法に従って加工及びデータベース化し、それを公

開するとともに、データベースのサーバーを適切に管理すること。 

④  納品後契約期間内に誤りが確認された場合、民間事業者は全てのデータを再検証した上で誤りを修

正し、再度納品すること。 

⑤  当研究所が定めたスケジュールを厳守すること。 

 

 (4) データベース業務を実施する上での遵守事項 
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①  民間事業者は、当研究所と協議の上、各年度について統計データの入手及び同データの入力作業工

程ごとに、作業フロー、作業体制及びスケジュールを内容とする実施計画を策定すること。 

②  民間事業者は、本データベース業務の責任者を定め、当研究所との連絡調整を行うこと。 

③  民間事業者は、本データベース業務に定めていない事項について、適宜当研究所と協議の上、作業

を進めるものとする。 

④  民間事業者は、事故等が発生した場合には、速やかに当研究所に報告し、指示を求めるものとする。 

 

 (5) 契約の形態及び支払い 

①  契約の形態は請負契約とする。 

②  当研究所は、請負契約に基づき、民間事業者から提出された請求書を受理した日から３０日以内に

請負代金を支払う。請負代金の支払いは、作業工程の下記段階で行う。 

【JIP基礎資料収集・入力業務】 

当該年のデータが全て納品された時 

【RIETI-TID作成等業務】 

  データベースの作成業務については、当該年のデータベースがHPに公表された時 

HP上での公開業務については、毎月 

③  納品後契約期間内に誤りが確認されたため民間事業者が全てのデータを再検証した（２．(3)④参照）

後に、再び誤入力が確認された場合、民間事業者は下記の金額を当研究所に返還することとする。 

【JIP基礎資料収集・入力業務】 

・該当年の基礎資料収集・入力業務に対する報酬額の１０％ 

【RIETI‐TID作成等業務】 

・該当年の作成に係る業務に対する報酬額の１０％ 

 

３．実施期間に関する事項 

請負契約の契約期間は、平成２１年１１月１日から平成２４年２月２８日（２年４ヶ月） 

 

４．入札参加資格等に関する事項 

(1) 入札参加資格 

①  法第１５条において準用する法第１０条（第１１号を除く）に抵触しない者であること。 

②  予算決算及び会計令第７０条の規定に抵触しない者であること。（なお、未成年者又は被補助人であ

って、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該当する。） 

③  予算決算及び会計令第７１条の規定に抵触しない者であること。 

④  法人税（所得税）、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

⑤  独立行政法人経済産業研究所の契約に係る取引停止等の措置に関する要領（平成２０年４月１５日

通達第１７号）に基づき、当研究所から取引停止等されている期間中の者でないこと。 

⑥  実施要項の策定に携わった法人又は個人ではないこと。 

(2) 共同事業体での参加 

単独で当該業務が担えない場合は、適正に業務を遂行できる共同事業体（当該業務を共同して行うこ

とを目的として複数の民間事業者により構成された組織をいう。以下同じ。）として参加することがで

きる。その場合、入札書類提出時までに共同事業体を結成し、代表者を定め、他の者は構成員として参
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加するものとする。また、共同事業体の構成員は、上記①～⑥の用件を満たす必要があり、他の共同事

業体の構成員となり、または、単独で参加することはできない。なお、構成員の役割分担について定め

た共同事業体結成に関する協定書（またはこれに類する書類）を作成し、入札書等と併せて提出するこ

と。  

 

５．入札に参加する者の募集に関する事項 

(1) 入札に係るスケジュール 

  ① 入札公告：      平成２１年８月下旬頃 

  ② 入札説明会：      平成２１年９月上旬頃 

  ③ 質問受付期限：      平成２１年９月中旬頃 

  ④ 入札書提出期限：      平成２１年１０月上旬頃 

  ⑤ 企画書の審査      平成２１年１０月中旬頃 

  ⑥ 開札及び落札者の決定：     平成２１年１０月下旬頃 

  ⑦ 契約締結：      平成２１年１１月上旬頃 

 

なお、③に関連する事項として、質問への回答や情報提供は原則として一般公開することとする。 

 

(2) 入札の実施手続 

① 提出書類 

民間競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）は、次に掲げる書類を別に定める入札公

告書及び入札仕様書に記載された期日と方法により、当研究所が指定する場所まで提出すること。 

ア. 入札金額（契約期間内の全ての請負事業に対する報酬の総額の１０５分の１００に相当する金

額）を記載した書類（入札書） 

イ. 入札金額の内訳 

・ JIPデータベース：各年の基礎資料収集・入力業務に対する報酬 

・ RITI-TID：各年の作成に係る業務に対する報酬 

       HP上の公開業務（一月の額及び一月の額に２４を乗じた額）に対する報酬 

ウ. 総合評価のための業務運営の具体的な方法及びその質の確保の方法等に関する書類（以下「企

画書」という。） 

エ. 法第１５条において準用する法第１０条に規定する欠格事由のうち、暴力団排除に関する規定

について評価するために必要な書類 

オ. 法人税（所得税）、消費税及び地方消費税の納税証明書（直近のもの） 

カ. 組織的基盤に関する事項 

 主たる事業概要、従業員数、事業所の所在地、代表者略歴、主要株主構成、他の者との間で競

争の導入による公共サービスの改革に関する法律施行令（平成１８年７月５日政令第２２８号）

第３条に規定する特定支配関係にある場合その者（以下「親会社等」という。）に関する上記情

報 

キ．経理的基盤に関する事項（次の書類を添付すること。） 

・ 直近１期分の法人税確定申告書の写し（税務署受付印のある申請書一式。財務諸表も添付する

こと。 
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ク．情報セキュリティに関する事項 

 ・情報セキュリティ管理体制について、当研究所の定める調査票（別添４）又は、プライバシー

マーク、JISQ27001許諾書のコピー 

② 企画書の内容 

ア．実施体制 

・ 業務実施体制（責任者名、事業担当者名、責任者と事業担当者の役割分担など） 

・ 業務従事者の配置 

・ 必要な人員及び施設の確保状況並びに補助体制 

・ 当研究所との連絡体制 

・ 請負事業の実施に当たり、その業務の一部について第三者に委託し又は請け負わせる場合には、

業務の範囲、理由、委託先等に対する報告徴収その他運営管理の方法 

イ．事業計画 

 ・本業務実施要項に定める業務の実施方法・手順 

  ・作業・手順スケジュール 

 

６．落札者を決定するための評価の基準その他落札者の決定に関する事項 

請負事業を実施する者（以下「落札者」という。）の決定は、総合評価方式によるものとする。 

(1) 評価方法 

審査は①必須項目審査、②加点評価項目及び③価格の評価により行う。 

①必須審査項目については、その全てを満たした提案には基礎点５０点を与え、その一つでも欠ける提

案は不合格とする。 

ア. 経理的基盤 

・ 請負事業を確実に遂行できるだけの経理的基盤を有していること。 

(評価項目) 

直近１期分及び直近の決算期以降入札日が属する月の前月末までにおいて債務超過の

状態にないこと、累損がないこと及び現在において手許流動性など資金繰りの状態が健

全であること。 

イ. 実施体制 

・ 請負事業を確実に遂行できるだけの業務実施体制（責任者と事業担当者の役割分担、当研究

所との連絡体制、業務の一部を外注する場合は外注先との責任体制、ミスの回避・ミス発見

時の対応など）が確立していること。 

・ 情報セキュリティの適切な管理能力を有していること。 

ウ. 事業計画 

・ 請負事業の実施に当たり確保されるべきサービスの質の内容を全て満たした計画を立案し

ていること。 

②次の加点審査項目については、各項目について右に掲げる配点基準に従い採点を行い、加算点とする

(０点～１５０点)。 

ア. 実績 

・ 過去３年間に、統計データ収集及びデータ入力業務のいずれも自ら実施又は請け負ったこと

があるか。（１５点） 
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・ 過去３年間に、データベース（データベースの種類は問わない）を用いたデータ検索機能を

製作する業務を自ら実施又は請け負ったことがあるか。（１５点） 

イ. 実施体制 

・ 本業務を遂行するための人員及び機材が確保されているか。また、人員及び機材に不具合が

生じた場合の補助体制が確立しているか。（４０点） 

・ 作成の手順として、ミスをより回避するための工夫が図られているか。（４０点） 

・ ミスが発見された場合のデータの再検証手順が効果的かつ速やかに行われるものとなって

いるか。（４０点） 

  ③価格の評価については以下の計算式から算出することとする。（０～１００点） 

   価格点 = １００ × (1 － 入札価格 ÷ 予定価格) 

 

(2) 落札者の決定 

①(1) ①の評価方法における必須審査項目を全て満たし、当研究所会計規程第４８条の規程に基づいて

作成された予定価格の制限の範囲内で、かつ、基礎点、加算点及び価格点を加算して得られた値が最

も高い者とする。 

②必須審査項目を全て満たしている者のうち、予定価格の制限に達した価格の入札がない場合は、直ち

に再度の入札を行う。 

③落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされな

いおそれがあると認められる場合、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこと

となるおそれがあって著しく不適当であると認める場合は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって

入札した他の者のうち、上記の合計点の最も高い者を落札者とすることがある。 

 

 (3）落札者が決定しなかった場合の措置 

 当研究所は、初回の入札において入札参加者がなかった場合、必須審査項目を全て満たす入札参加者

がなかった場合又は再度の入札を行ってもなお落札者が決定しなかった場合は、入札条件等を見直した

後、再度公告を行う。 

 

７．入札対象事業に関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

 別紙の通り。 

 

８．民間事業者が当研究所に報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置、その他請負事業の

適正かつ確実な実施の確保のために民間事業者が講ずべき事項 

(1) 民間事業者が当研究所に報告すべき事項、当研究所の指示による講ずべき措置 

① 報告等 

ア. 民間事業者は実施計画に各回２回（１０月頃、２月上旬）の当研究所とRIETI-TIDの開発状況等

に関する打ち合わせを設定することとする。 

イ. 民間事業者は、契約期間内のRIETI-TIDへのアクセス数を毎月末の翌日までに当研究所に報告し

なければならない。 

ウ. 民間事業者は、原則として請負業務を終了し、もしくは中止した日が属する月の翌月末までに当

研究所に報告しなければならない。 
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② 調査 

ア. 当研究所は、請負事業の適正かつ確実な実施を確保するために必要があると認めるときは、法第

２６条１項に基づき、民間事業者に対し、必要な報告を求め、又は事務所に立ち入り、請負事業の

実施の状況若しくは帳票、書類その他の物件を検査し、若しくは関係者に質問することができる。 

イ. 立入検査をする当研究所の職員は、検査等を行う際には、当該検査が法第２６条第１項に基づく

ものであることを民間事業者に明示するとともに、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示

するものとする。 

  ③ 指示 

当研究所は、請負事業を適正かつ的確に実施させるために、民間事業者に対し、必要な措置をとる

べきことを指示することができる。 

 

(2) 秘密を適正に取り扱うために必要な措置 

①民間事業者は、個人情報を収集及び保管し、又は使用するに当たっては、請負事業の実施に必要な範

囲内でこれらの個人情報を収集及び保管し、又は使用しなければならない。 

②民間事業者は、個人情報を適正に管理するために必要な措置を講じなければならない。 

③民間事業者、その役職員その他請負事業に従事する者又は従事していた者は、請負事業の実施に関し

て知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。これらの者が秘密を漏らし、又は盗用した場合

には、法第５４条により罰則の適用がある。 

④民間事業者は、請負事業を終了し若しくは中止した場合は、請負事業によって取得した当研究所の研

究者等の個人情報を破棄しなければならない。この場合において、民間事業者は、前記情報が破棄さ

れたことを証明する文書を契約期間終了日の属する月末又は請負事業を終了し若しくは中止した日の

属する月の月末までに当研究所に提出しなければならない。 

   ⑤民間事業者は、情報セキュリティ管理能力を有していなければならない。 

 

(3) 契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

①  請負事業の開始及び中止 

ア. 民間事業者は、締結された契約に定められた事業開始日に確実に事業を開始しなければならない。 

イ. 民間事業者は、やむを得ない理由により請負事業を中止しようとするときは、予め当研究所の承

認を得なければならない。 

②  金品等の授受の禁止 

民間事業者は、請負事業において当研究所の役職員から金品等を受け取ること又は当研究所の役職

員に与えることをしてはならない。 

③  宣伝行為の禁止 

民間事業者及びその事業に従事する者は、「独立行政法人経済産業研究所」の名称並びに当研究所

の保有するロゴなどを請負事業以外の自ら行う事業の宣伝に用いてはならない（一般的な会社案内資

料において列挙される事業内容や受注業務の一つとして事実のみ簡潔に記載する場合は除く。）。 

④  取得した個人情報の活用の禁止 

 民間事業者は、請負事業によって、取得した個人情報を、自ら行う事業若しくは当研究所以外の者

との契約に基づき実施する事業に用いてはならない。 

⑤  記録及び帳簿 
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 民間事業者又は民間事業者であった者は、請負事業の実施状況に関する記録及び帳簿書類を作成し、

請負事業を終了し又は中止した日の属する年度の翌年度から起算して５年間、保管しなければならな

い。 

⑥  権利の譲渡 

 民間事業者は、請負契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に譲渡してはならない。 

⑦  再委託 

ア． 民間事業者は、本業務の実施に当たり、その全部を一括して再委託してはならない。 

イ． 民間事業者は、本業務の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合は、原則としてあら

かじめ企画書において、再委託に関する事項（再委託先の住所・名称・再委託先に委託する業務

の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先の業務履行能力並びに報告徴収その他

業務管理の方法）について記載しなければならない。 

ウ． 民間事業者は、本契約締結後やむを得ない事情により、あらかじめ企画書において記載した再委

託先の変更や新たな再委託先の追加等を行う場合には、再委託に関する事項を明らかにしたうえ

で、事前に当研究所の承認を受けなければならない。 

エ． 民間事業者は、上記イ及びウにより再委託を行う場合には、民間事業者が当研究所に対して負う

義務を適切に履行するため、再委託先の事業者に対し前記「（2）秘密を適正に取り扱うために

必要な措置」及び本項（「（3）契約に基づき民間事業者が講ずべき措置」）に規定する事項そ

の他の事項について必要な措置を講じさせるとともに、再委託先から必要な報告を徴収すること

とする。 

オ． 上記イからエまでに基づき、民間事業者が再委託先の事業者に業務を実施させる場合は、すべて

民間事業者の責任において行うものとし、再委託先の事業者の責めに帰すべき事由については、

民間事業者の責めに帰すべき事由とみなして、民間事業者が責任を負うものとする。 

⑧  業務従事者等の変更 

  民間事業者は、やむを得ない事由により予め企画書等において記載した業務従事者の変更を行う場

合は、事前に当研究所に承認を得なければならない。 

⑨  契約内容の変更 

 当研究所及び民間事業者は、やむを得ない事由により契約の内容を変更しようとする場合は、予め

変更の理由を提示し、それぞれの相手方の承認を得なければならない。 

⑩  契約の解除 

当研究所は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

 なお、当研究所が契約を解除したとき、民間事業者は、違約金として契約金額の１０％に相当する

金額を当研究所に納付するとともに、当研究所との協議に基づき、請負事業の処理が完了するまでの

間、責任を持って当該処理を行わなければならない。 

    前記違約金の定めは、違約金額を超過する損害額についての損害賠償を妨げるものではない。 

ア. 法第２２条第１項第１号イからチ又は同項第２号に該当するとき 

イ. 暴力団員が業務を統括する者又は従業員としていることが明らかになったとき 

ウ. 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していることが明らかになったと

き 

⑪  損害賠償 

民間事業者は、民間事業者の故意又は過失により当研究所に損害を与えたときは、当研究所に対し、



 

 10

その損害について賠償する責任を負う。 

⑫  不可抗力免責、危険負担 

 民間事業者は、上記事項にかかわらず、民間事業者の責に帰することができない事由により請負事

業の全部又は一部の実施が遅滞したり、不能となったりした場合は責任を負わない。 

⑬  契約の解釈 

 契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、民間事業者と当研究所が協議する。 

⑭  完成物の著作権の帰属 

  当業務における完成物の著作権は、当研究所に帰属するものとする。 

 

(4) 当研究所の監督体制 

① JIP データベース業務に係る監督は、当研究所研究グループ研究コーディネーターを、RIETI－TID

業務に係る監督は、当研究所研究グループ研究調整副ディレクター（計量分析・データ担当）を責

任者とする。 

② 実施要項に基づく民間競争入札に係る監督は、当研究所総務グループが行い、総務副ディレクター

（管理担当）を責任者とする。 

③ 請負事業の経理に係る監督は、当研究所総務グループが行い、経理マネージャーを責任者とする。 

 

９．請負事業を実施するに当たり第三者に損害を加えた場合における損害賠償に関して民間事業者が負うべ

き責任 

請負事業を実施するに当たり、民間事業者又はその職員その他の請負事業に従事する者が故意又は過失

により、請負事業の受益者等の第三者に損害を加えた場合において、 

(1) 当研究所が当該第三者に対する賠償を行ったときは、当研究所は民間事業者に対し、当該第三者に支

払った損害賠償額 （当該損害の発生について当研究所の責に帰すべき理由が存する場合は、当研究所が

自ら賠償の責に任ずべき金額を超える部分に限る。） について求償することができる。 

(2) 民間事業者が民法第７０９条等に基づき当該第三者に対する賠償を行った場合であって、当該損害の

発生について当研究所の責に帰すべき理由が存するときは、民間事業者は当研究所に対し、当該第三者

に支払った損害賠償額のうち自ら賠償の責に任ずべき金額を超える部分について求償することができる。 

 

１０．請負事業の評価に関する事項 

 (1) 評価時期 

 当研究所は、内閣総理大臣が行う評価の時期を踏まえ、各年度の業務終了時点における請負事業の実

施状況について調査するものとする。 

 

 (2) 調査方法 

   民間事業者からの報告等に基づき、調査を行う。調査においては、必要に応じて民間事業者からヒア

リングを行うものとする。 

 

 (3) 調査項目 

   ２．(3)に掲げる各業務の実施状況及びサービスの質の達成状況について調査を行う。必要に応じて、

サービスの実施状況を従来の実施状況と比較考量することとする。 
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１１．その他請負事業の実施に際し必要な事項 

 (1) 事業実施状況等の監理委員会への報告及び公表 

   ① 事業実施状況の報告及び公表 

当研究所は、民間事業者の請負事業の実施状況について、１０．に掲げる評価を行った後、官民

競争入札等監理委員会へ年度毎に報告するとともに、公表する。 

   ② 立入検査、指示等の報告 

 当研究所は、法第２６条及び第２７条に基づく報告徴収、立入検査、指示等を行った場合には、そ

の都度、措置の内容及び理由並びに結果の概要を官民競争入札等監理委員会に報告する。また、当研

究所が必要と判断した場合は、当研究所はその措置の内容等を公表する。 

 

(2）民間事業者の責務 

① 本事業に従事する者は刑法（明治４０年法律第４５号）その他の罰則の適用については、法令に

より公務に従事する職員とみなされる。 

② 民間事業者は、法第５５条の規定に該当する場合は、３０万円以下の罰金に処されることとなる。

なお、法第５６条に基づき、法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関し、法第５５条の規定に違反したときは、行為者を罰するほか、その法

人又は人に対して同条の刑を科する。 

③ 民間事業者は、会計検査院法（昭和２２年法律第７３号）第２３条第１項第７号に規定する者に

該当することから、会計検査院が必要と認めるときには、同法第２５条及び第２６条により、同院

の実地の検査を受けたり、同院から直接又は当研究所を通じて、資料又は報告等の提出を求められ

たり質問を受けたりすることがある。 



　従来の実施状況に関する情報の開示（JIPデータベース、RIETI-TID）

　１　従来の実施に要した経費 　　　　　（単位：千円）

１８年度 １９年度 ２０年度

　 常勤職員 0 0 0

非常勤職員 0 0 0

物件費 0 0 0

13,033 18,518 12,089

計(a) 13,033 18,518 12,089

減価償却費 0 0 0

退職給付費用 0 0 0

(b) 間接部門費 0 0 0

(a)＋(b) 13,033 18,518 12,089

（注記事項）

【JIPデータベース（基礎資料収集・入力業務）】

１８年度：9,155　１９年度：10,054　２０年度：8,250

１８年度：3,878　１９年度：8,464　２０年度：3,839（430）

※RIETI-TIDについては、外部で作業を実施していたため、「委託費等」以外の費用はかかっていない。

　　上記表中の「委託費等」の額は、注記事項1.及び2.に示した額の合計値である。

【RIETI-TID（データ作成）】

人件費

参
考
値

委託費等

※JIPデータベースは、研究プロジェクト「日本の生産性と経済成長：国際比較と生産性上昇源泉の分析」の研究の一環として
作成され公開されているものである。そのため、研究全体に要した経費の中から、JIP基礎資料収集・入力業務に要した経費
のみを抽出することは困難。

　 ここでは、従来のJIP基礎資料収集・入力業務は主にリサーチアシスタント(研究補助者。主に学部生・大学院生）が担当し、
リサーチアシスタントの全作業量のおよそ２／３程度がJIP基礎資料収集・入力作業であったものと仮定して、委託費等に、
リーサーチアシスタントへの謝金の２／３を計上した。各年度の経費は以下のとおり。

※19年度に委託費が増加した理由は、対象国を7カ国増やしたこと、貿易単価のデータベース作成業務を追加したことによ
る。

※各年ともに、サーバーの保管・維持・管理を含む。20年度のみ通年のHP公開業務を別契約としており、その金額を括弧内
に記載。
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　２　従来の実施に要した人員 　　　　　　（単位：人）

１７年度 １８年度 １９年度

常勤職員 0 0 0
非常勤職員 0 0 0
（業務従事者に求められる知識・経験等） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  1.JIPデータベースについては、研究プロジェクトにおけるリーサーチアシスタントが研究の一環として従事。

　2.RIETI-TIDについては、委託先で作業を実施していたため、所内の人員は要していない。

  （注記事項）

人日数

【JIPデータベース（基礎資料収集・入力業務）】

２０年度：（670人日）

１９年度：（717.7人日）

１８年度：（658.7人日）

【RIETI-TID（データ作成）】

２０年度：（主席研究員7人日、副主任研究員22人日、研究員7人日）

１９年度：（主席研究員18人日、研究員82人日、アルバイト17.1人日）

※ここでは、従来のJIP基礎資料収集・入力業務は主にリサーチアシスタント(研究補助者。主に学部生・大学院生）が担
当し、リサーチアシスタントの全作業量のおよそ２／３程度がJIP基礎資料収集・入力作業であったものと仮定して、リー
サーチアシスタントの実働日数の２／３を記載した。各年度の人日数は以下のとおり。

（業務の繁閑の状況とその対応）

JIP基礎資料収集・入力業務は、年央から年末にかけて業務が繁忙となる。
RIETI-TID作成等業務は、RIETI-TIDを作成する年初が繁忙となる。

※19年度に増加した理由は、対象国を7カ国増やしたこと、貿易単価のデータベース作成業務を追加したことによる。

※18年度については、データを把握していない。
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　３　従来の実施に要した施設及び設備

 （注記事項）　

（必要とする機材）

  1.JIPデータベース：

　2.RIETI-TID：

　４　従来の実施における目的の達成の程度

１７年度 １８年度 １９年度

目標・計画 実績 目標・計画 実績 目標・計画 実績

（注記事項）

　当該案件は、研究プロジェクト一部とされており、本事業において達成すべき目標は設定していない。

・Windows OS(バージョンは不問)の搭載されたパソコン
・マイクロソフトEXCEL
・更新用データをダウンロードするためのインターネット接続回線及びブラウザ
・テキストエディタ

■データの更新に係るもの
　・Windows OS(バージョンは不問)の搭載されたパソコン
　・更新用データをダウンロードするためのインターネット接続回線及びブラウザ
　・テキストエディタ

■公表に係るもの
　・公開用サーバ（OS、Webサーバソフトウェアは提案に委ねる）
　・システムが必要とする、電源、回線、ラック設備などのファシリティ設備（構成は提案に委ねる）
　・データベース（提案に委ねる）

【参考】現行システムのサーバ仕様
　・PHP,Apache,MySQLの各バージョン
　・PHP：ver.4.4.9
　・Apache：2.0.52
　・MySQL：4.1.22

　入札対象業務に当たり、民間事業者が常時使用できる事務・執務スペース及び機器、備品及び業務に必要なソフトウェア
の貸与はない。
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　５　従来の実施方法等
従来の実施方法（業務フロー図等）

＜ＪＩＰ業務＞ ＜RIETI-TID業務＞

(研究委任）

(研究）

　JIP業務においては、研究(太枠）の一部に今回の

入札対象業務に該当するデータ収集・入力が含ま

れている。

組織図

【実施体制】

・本業務を遂行するための人員及び機材が確保されているか。また、人員及び機材に不具合が生じた場合の補助体制
が確立しているか。
・作成の手順が、ミスをより回避するための工夫がとられているか。
・ミスが発見された場合のデータの再検証手順が効果的かつ速やかに行われるものとなっているか。

（事業の目的を達成する観点から重視している事項）

弊所

研究者

学生 学生

弊所

委託先

（納品）

（データ修正）

（報告）

（指示）

（指示）
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産業連関表使用統計一覧

No. 統計資料名 詳細資料名 作成元・出所 作成周期 公表時期

1 経済活動別財貨・サービス産出表（Ｖ表）

平成19年度国民経済計算 （平成12年基準・93SNA）  5．付表  （4）
経済活動別財貨・サービス産出表（Ｖ表）  名目
平成19年度国民経済計算 （平成12年基準・93SNA）  5．付表  （4）
経済活動別財貨・サービス産出表（Ｖ表）  実質　(固定基準年方
式)

内閣府経済社会総合研究所 WEB 内閣府ホームページ 毎年
調査対象年の
翌々年の12月頃

2 経済活動別の国内総生産及び要素所得

平成19年度国民経済計算 （平成12年基準・93SNA）  5．付表  （2）
経済活動別の国内総生産・要素所得  名目
平成19年度国民経済計算 （平成12年基準・93SNA）  5．付表  （2）
経済活動別の国内総生産・要素所得  <固定基準年方式>  実質

内閣府経済社会総合研究所 WEB 内閣府ホームページ 毎年
調査対象年の
翌々年の12月頃

3 経済活動別国内総生産

平成19年度国民経済計算 （平成12年基準・93SNA）  4．主要系列
表  （3）経済活動別国内総生産  名目
平成19年度国民経済計算 （平成12年基準・93SNA）  4．主要系列
表  （3）経済活動別国内総生産  <固定基準年方式>  実質

内閣府経済社会総合研究所 WEB 内閣府ホームページ 毎年
調査対象年の
翌々年の12月頃

4 産業連関表基本表 平成17年産業連関表全国表取引額表基本表 総務省統計局 WEB 総務省統計局ホームページ 5年毎
調査対象年の3～
4年後

5 産業連関表接続表 平成7-12-17年接続産業連関表 取引額表基本表 総務省統計局 WEB 総務省統計局ホームページ 5年毎
調査対象年の3～
4年後

6 延長産業連関表

H18年　　基本分類　　国内生産額・輸出入・国内総供給(時価評
価)
H18年　　基本分類　　取引額表(時価評価・前半)
H18年　　基本分類　　取引額表(時価評価・後半)
〔参考〕平成18年デフレータ

経済産業省経済産業政策局調査統計部 WEB 経済産業省ホームページ 毎年
調査対象年の
翌々年の12月頃

7 簡易延長産業連関表
H19年　　基本分類　　国内生産額・輸出入・国内総供給
H19年　　基本分類　　デフレータ(国内生産額・輸出入・国内総供
給)

経済産業省経済産業政策局調査統計部 WEB 経済産業省ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の12月頃

8 介護事業経営実態調査 平成20年介護事業経営実態調査 厚生労働省老健局老人保健課 WEB 厚生労働省ホームページ 3年毎
調査対象年の10
月頃

9 介護サービス施設事業所調査 平成19年　介護サービス施設・事業所調査 厚生労働省老健局老人保健課 WEB 厚生労働省ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の9月頃

入手方法

1



１．統計資料名

No.1 経済活動別財貨・サービス産出表（Ｖ表）

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
国民経済計算（SNA）ホームページ

２．統計表一覧
２－１．平成19年度確報

第１部フロー編 
5．付表

（4）経済活動別財貨・サービス産出表（Ｖ表）
名　　目（暦年）
実　　質　(固定基準年方式)（暦年）

※上記の□で囲まれた２ファイルを収集すること。

４．使用項目

① 全項目
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１．統計資料名

No.2 経済活動別の国内総生産及び要素所得

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
国民経済計算（SNA）ホームページ

２．統計表一覧
２－１．平成19年度確報

第１部フロー編 
5．付表

（2）経済活動別の国内総生産・要素所得
名　　目（暦年）
<固定基準年方式>

実　　質（暦年）

※上記の□で囲まれた２ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　５　項目）

①

②

③

④

⑤ 実質（暦年）ファイル：「実質(固定基準年方式)」シート「中間投入」列の、「合計」行の値

名目（暦年）ファイル：「平成１９」シート「生産者価格表示の産出額」列の、「小計」行の値

名目（暦年）ファイル：「平成１９」シート「中間投入」列の、「合計」行の値

名目（暦年）ファイル：「平成１９」シート「固定資本減耗」、「生産・輸入品に課される税（控
除）補助金」、「雇用者報酬」、「営業余剰」列の「政府サービス生産者」、「対家計民間非
営利サービス生産者」行の値

実質（暦年）ファイル：「実質(固定基準年方式)」シート「生産者価格表示の産出額」列の、
「小計」行の値
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①

②

③ ③ ③

③③③

④

⑤

…
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１．統計資料名

No.3 経済活動別国内総生産

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
国民経済計算（SNA）ホームページ

２．統計表一覧
２－１．平成19年度確報

第１部フロー編 
4．主要系列表

（3）経済活動別国内総生産
名　　目（暦年）
<固定基準年方式>

実　　質（暦年）

※上記の□で囲まれた２ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）

① 「実数」シート「（控除）帰属利子」行の値

①

…
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１．統計資料名

No.4 産業連関表基本表

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
総務省統計局ホームページ

統計データ
分野別一覧

産業連関表
統計表一覧

平成17年(2005年)産業連関表(確報)
取引基本表

産出表　基本分類表

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目

① 全項目
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１．統計資料名

No.5 産業連関表接続表

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
総務省統計局ホームページ

統計データ
分野別一覧

産業連関表
統計表一覧

平成7年－12－17年接続産業連関表
取引基本表

基本分類

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目

① 全項目
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１．統計資料名

No.6 延長産業連関表

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
経済産業省ホームページ

統計
延長産業連関表

統計表一覧
平成18年産業連関表（延長表）

H18年　　基本分類　　国内生産額・輸出入・国内総供給(時価評価) 
H18年　　基本分類　　取引額表(時価評価・前半)
H18年　　基本分類　　取引額表(時価評価・後半)
〔参考〕平成18年デフレータ

※上記の□で囲まれた４ファイルを収集すること。

４．使用項目

① 全項目
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１．統計資料名

No.7 簡易延長産業連関表

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
経済産業省ホームページ

統計
簡易延長産業連関表

統計表一覧
平成19年簡易延長産業連関表

H19年　　基本分類　　国内生産額・輸出入・国内総供給
H19年　　基本分類　　デフレータ(国内生産額・輸出入・国内総供給)

※上記の□で囲まれた２ファイルを収集すること。

４．使用項目

① 全項目
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１．統計資料名

No.8 介護事業経営実態調査

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
厚生労働省ホームページ

統計調査結果
最近公表の統計資料

年報等で公表・提供しているもの 
老人保健福祉

平成20年介護事業経営実態調査
１　介護老人福祉施設
２　介護老人保健施設
３　介護療養型医療施設（病院）
４　認知症対応型共同生活介護（予防を含む）
５　訪問介護（予防を含む）
６　訪問入浴介護（予防を含む）
７　訪問看護（ステーション）（予防を含む）
８　通所介護（予防を含む）
９　認知症対応型通所介護（予防を含む）
10 通所リハビリテーション（予防を含む）
11 短期入所生活介護（予防を含む）
12　居宅介護支援
13　福祉用具貸与（予防を含む）
14　小規模多機能型居宅介護（予防を含む）
15　特定施設入居者生活介護（予防を含む）

※上記の□で囲まれた１５ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）

①

②
（※）

※項番②は、「経営主体別集計表」が存在しないファイルからは収集する必要なし。

各項の「総括表」の「介護料収入」、「保険外の利用料」、「補助金収入」、「国庫補助金等特別
積立金取崩額」、「介護報酬査定減」および「施設数」（または「事業所数」）の20年調査の値

各項の「経営主体別集計表」の「総括表」の「介護料収入」、「保険外の利用料」、「補助金収
入」、「国庫補助金等特別積立金取崩額」、「介護報酬査定減」および「施設数」（または「事業
所数」）
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※20年調査のデータを収集すること。

②

②

①

①
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１．統計資料名

No.9 介護サービス施設事業所調査

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
厚生労働省ホームページ

統計調査結果
分野別一覧

４．老人保健福祉
介護サービス施設・事業所調査

結果の概要
調査の概要

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）

① 「２　調査の対象及び客体」の集計施設・事業所数
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①
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独立行政法人 経済産業研究所 JIP データベース仕様書 
（資本編） 

 

 

（別添１－２） 

 
 
 
 
 

JIP データベースデータ収集・入力 

に関する資料 

（資本編） 

 

 

 
 
 



資本使用統計一覧

No. 統計資料名 詳細資料名 作成元・出所 作成周期 公表時期

1 農業経営統計調査 農業経営統計調査 農林水産省大臣官房統計部 WEB 農林水産省ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の8月～翌々年
の2月頃

2 品目別経営統計 農業経営統計調査報告 品目別経営統計 平成19年 農林水産省 出版物 毎年
調査対象年の
翌々年の8月頃

3 品目別作付面積、収穫量及び出荷量 － 農林水産省大臣官房統計部 WEB 農林水産省ホームページ 毎年
調査対象年の10
月～翌年の10月
頃

4 畜産物流通統計 畜産物流通統計　平成19年 農林統計協会 出版物 毎年
調査対象年の
翌々年の5月頃

5 牛乳乳製品統計 牛乳乳製品統計 農林水産省大臣官房統計部 WEB 農林水産省ホームページ 毎月
調査対象月の翌
月

6 行政投資実績 平成19年度行政投資実績 総務省自治行政局地域振興室 WEB 総務省ホームページ 毎年
調査対象年の
翌々年の12月頃

7 民間企業資本ストック年報 民間企業資本ストック年報
内閣府経済社会総合研究所国民経済
計算部

WEB 内閣府ホームページ 毎年
調査対象年の
翌々年の3月頃

8 工業統計表 工業統計調査　産業編
経済産業省経済産業政策局調査統計
部

WEB 経済産業省ホームページ 毎年
調査対象年の
翌々年の4月頃

入手方法
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資本使用統計一覧

No. 統計資料名 詳細資料名 作成元・出所 作成周期 公表時期入手方法

9 建設投資見通し 建設投資見通し 国土交通省総合政策局情報管理部 WEB 国土交通省ホームページ 毎年
調査対象年の6月
頃

10 ガス事業便覧 ガス事業便覧　平成20年版 日本ガス協会 出版物 毎年
調査対象年の翌
年の2月頃

11 地方公営企業年鑑 平成19年度地方公営企業年鑑 総務省自治財政局 WEB 総務省ホームページ 毎年
調査対象年の
翌々年の4月頃

12 日本の廃棄物処理 日本の廃棄物処理
環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策
部廃棄物対策課

WEB 環境省ホームページ 毎年
調査対象年の
翌々年の9月頃

13 個人企業経済調査年報 個人企業経済調査 総務省統計局統計調査部 WEB 総務省統計局ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の7月頃

14 全国銀行財務諸表分析 全国銀行財務諸表分析 全国銀行協会 WEB 全国銀行協会ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の8月頃

15_01
民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関
の財務諸表

日本政策金融公庫　国民生活事業　平成１９年度 業務報告書 日本政策金融公庫　国民生活事業 WEB 日本政策金融公庫ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の5月頃

15_02
民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関
の財務諸表

日本政策金融公庫　中小企業事業　平成19 年度決算報告書 日本政策金融公庫　中小企業事業 WEB 日本政策金融公庫ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の5月頃
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資本使用統計一覧

No. 統計資料名 詳細資料名 作成元・出所 作成周期 公表時期入手方法

15_03
民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関
の財務諸表

日本政策金融公庫　農林水産事業　平成19年度業務報告書 日本政策金融公庫　農林水産事業 WEB 日本政策金融公庫ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の5月頃

15_04
民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関
の財務諸表

住宅金融支援機構　平成19年度　財務諸表附属明細書 住宅金融支援機構 WEB 住宅金融支援機構ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の5月頃

15_05
民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関
の財務諸表

地方公営企業等金融機構　平成19年度　損益計算書
地方公営企業等金融機構　平成19年度　財産目録

地方公営企業等金融機構 WEB 地方公営企業等金融機構ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の5月頃

15_06
民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関
の財務諸表

沖縄振興開発金融公庫　財務諸表　平成19年度 沖縄振興開発金融公庫 WEB 沖縄振興開発金融公庫ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の5月頃

15_07
民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関
の財務諸表

日本政策投資銀行　損益計算書
日本政策投資銀行　財産目録

日本政策投資銀行 WEB 日本政策投資銀行ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の5月頃

15_08
民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関
の財務諸表

国際協力銀行　平成19年度　総括損益計算書
国際協力銀行　平成19年度　総括財産目録

国際協力銀行 WEB 国際協力銀行ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の5月頃

15_09
民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関
の財務諸表

日本銀行　第１２３回事業年度財務諸表等 日本銀行 WEB 日本銀行ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の5月頃

16 特定サービス実態調査報告書 特定サービス実態調査報告書
経済産業省経済産業政策局調査統計
部

WEB 経済産業省ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の11月頃
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資本使用統計一覧

No. 統計資料名 詳細資料名 作成元・出所 作成周期 公表時期入手方法

17 事業報告書 旧日本郵政公社事業報告書 日本郵政 WEB 日本郵政ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の5月頃

18 生命保険事業概況 生命保険事業概況　年次統計 生命保険協会 WEB 生命保険協会ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の7月頃

19 日本の損害保険ファクトブック 日本の損害保険ファクトブック2007 日本損害保険協会 WEB 日本損害保険協会ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の9月頃

20 住宅着工統計 建築着工統計調査報告 国土交通省 総合政策局 WEB 国土交通省ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の1月頃

21 国民経済計算年報
平成19年度国民経済計算 （平成12年基準・93SNA）　国内総生産
（支出側）

内閣府経済社会総合研究所国民経済
計算部

WEB 内閣府ホームページ 毎年
調査対象年の
翌々年の12月頃

22 道路統計年報 道路統計年報 2007年 国土交通省道路局 出版物 毎年
調査対象年の翌
年の1月頃

23 東京メトロ中期経営計画 東京メトロ中期経営計画 東京地下鉄株式会社 WEB 東京メトロホームページ 3年毎 計画初年の5月頃

24

通信産業基本調査

（平成20年度以降は「通信・放送産業基本」に
名称変更）

通信・放送産業基本調査　平成19年度調査　報告書
総務省統計局統計調査部情報通信国
際戦略局

WEB 総務省ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の6月頃
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資本使用統計一覧

No. 統計資料名 詳細資料名 作成元・出所 作成周期 公表時期入手方法

25 学校基本調査 平成19年度学校基本調査（確定値）
文部科学省生涯学習政策局調査企画
課

WEB 文部科学省ホームページ 毎年
調査対象年の12
月頃

26 地方教育費調査 平成20年度地方教育費調査（平成19会計年度）
文部科学省生涯学習政策局調査企画
課

WEB 文部科学省ホームページ 毎年
調査対象年の12
月頃

27 今日の私学財政

今日の私学財政 平成20年度版 大学・短期大学編
今日の私学財政 平成20年度版 高等学校・中学校・小学校編
今日の私学財政 平成20年度版 幼稚園・特別支援学校編
今日の私学財政 平成20年度版 専修学校・各種学校編

日本私立学校振興共済事業団 出版物 毎年
調査対象年の翌
年の12月頃

28 民間非営利団体実態調査報告 民間非営利団体実態調査結果
内閣府経済社会総合研究所国民経済
計算部

WEB 内閣府ホームページ 毎年
調査対象年の
翌々年の1月頃

29 科学技術研究調査 平成19年科学技術研究調査 総務省統計局統計調査部 経済統計課 WEB 総務省統計局ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の12月頃

30 病院経営実態調査報告 病院経営実態調査報告 平成19年 平成１９年６月現在調査 全国公私病院連盟 出版物 毎年
調査対象年の翌
年の3月頃

31 医療施設調査 平成１９年医療施設（動態）調査・病院報告の概況
厚生労働省統計情報部人口動態・保健
統計課保健統計室 WEB 厚生労働省ホームページ 毎年

調査対象年の翌
年の12月頃

32 医療経済実態調査報告
第16回 医療経済実態調査（医療機関等調査）報告の概要 平成19
年6月実施

中央社会保険医療協議会 出版物 2年毎
調査対象年の翌
年の7月頃
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資本使用統計一覧

No. 統計資料名 詳細資料名 作成元・出所 作成周期 公表時期入手方法

33 交通関連統計資料集 交通関連統計資料集
国土交通省情報政策本部情報安全・調
査課

WEB 国土交通省ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の3月頃

34 機械統計年報 経済産業省生産動態統計　機械統計　生産・出荷・在庫統計
経済産業省経済産業政策局調査統計
部鉱工業動態統計室

WEB 経済産業省ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の6月頃

35 事業計画書
平成19年度　収支予算、事業計画及び資金計画

NHK日本放送協会 WEB NHKホームページ 毎年
調査対象年の3月
頃

36 固定資本マトリックス 平成17年（2005年）産業連関表　固定資本マトリックス

総務省政策統括官（統計基準担当）付
統計基準・産業連関表・調査技術担当
統計審査官室（産業連関表担当） WEB 総務省統計局ホームページ 5年毎

調査対象年の3～
4年後

37 法人企業統計年報 法人企業統計 年次別調査
財務省財務総合政策研究所調査統計
部

WEB 財務省ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の9月頃

38 リース統計 2008年リース統計　2007年度&2008年4月 リース事業協会 WEB リース事業協会ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の5月頃

39 旅行業取扱実績等報告集計表 旅行業取扱実績等報告集計表（第1種） 観光庁　観光産業課 出版物 観光庁　観光産業課より入手 毎年
調査対象年の
翌々年の3月頃
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１．統計資料名

No.01 農業経営統計調査

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
農林水産省ホームページ

統計情報
最近公表の統計資料

分野別分類　農家の所得や生産コスト、農業産出額など
農業経営統計調査　平成19年産　米生産費
農業経営統計調査　平成19年産　小麦生産費(個別経営)
農業経営統計調査　平成19年産　原料用かんしょ生産費
農業経営統計調査　平成19年産原料用ばれいしょ生産費
農業経営統計調査　平成19年産大豆生産費（個別経営）
農業経営統計調査　平成19年度牛乳生産費（全国）
農業経営統計調査　平成19年度肉用牛生産費（子牛、去勢若齢肥育牛、
　乳用おす育成牛、乳用おす肥育牛、交雑種育成牛、交雑種肥育牛生産費）
農業経営統計調査　平成19年度肥育豚生産費

※上記の□で囲まれた８ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　８　項目）
①

②

③

④

⑤

⑥

「農業経営統計調査　平成19年産　米生産費」ファイル：「生産費」シートの10ａ当たりの「平. 19年産」の
「建物費」、「自動車費」、「農機具費」

「農業経営統計調査　平成19年産　小麦生産費(個別経営)」ファイル：「生産費（全国平均）10ａ当たり」
シートの「平. 19年産」の「建物費」、「自動車費」、「農機具費」

「農業経営統計調査　平成19年産　原料用かんしょ生産費」ファイル：「生産費」シートの「10a当たり　平.
19年産」の「土地改良及び水利費」、「建物費」、「自動車費」、「農機具費」

「農業経営統計調査　平成19年産原料用ばれいしょ生産費」ファイル：「生産費」シートの「10a当たり　平.
19年産」の「土地改良及び水利費」、「建物費」、「自動車費」、「農機具費」

「農業経営統計調査　平成19年産大豆生産費（個別経営）」ファイル：「生産費（全国平均）」シートの「10a
当たり　平. 19年産」の「土地改良及び水利費」、「建物費」、「自動車費」、「農機具費」

「農業経営統計調査　平成19年度牛乳生産費（全国）」ファイル：「8.9」シートの表「３　生産費（生乳100㎏
当たり（実搾乳量））」の「平.19年度」の「建物費」、「自動車費」、「農機具費」
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⑦

⑧

「農業経営統計調査　平成19年度肉用牛生産費（子牛、去勢若齢肥育牛、乳用おす育成牛、乳用おす肥
育牛、交雑種育成牛、交雑種肥育牛生産費）」ファイル：
「14・15（子牛）」シートの表「１　子牛生産費　（１）生産費（子牛１頭当たり）」の「平.19年度」の「建物費」、
「自動車費」、「農機具費」
「20・21（去勢）」シートの表「２　去勢若齢肥育牛生産費（つづき）　（２）生産費（生体100ｋｇ当たり）」の
「平.19年度」の「建物費」、「自動車費」、「農機具費」
「30・31（乳肥）」シートの表「４　乳用おす肥育牛生産費（つづき）　（２）生産費（生体100ｋｇ当たり）」の
「平.19年度」の「建物費」、「自動車費」、「農機具費」
「22・23（去勢）」シートの表「２　去勢若齢肥育牛生産費（つづき）　（３）　生 産 概 況」の「平.19年度」の「も
と畜の生体重」、「販売時生体重」
「32・33（乳肥）」シートの表「２　去勢若齢肥育牛生産費（つづき）　（３）　生 産 概 況」の「平.19年度」の「も
と畜の生体重」、「販売時生体重」

「農業経営統計調査　平成19年度肥育豚生産費」ファイル：
「6,7」シートの表「２　生産費（生体100kg当たり）」の「平.19年度」の「建物費」、「自動車費」、「農機具費」
「8,9」シートの表「３　生産概況」の「平.19年度」の「販売時生体重」

① ① ①
…
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② ② ②

③ ③ ③ ③

…

…
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④ ④ ④ ④

⑤ ⑤ ⑤ ⑤

…

…
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⑥ ⑥

⑦ ⑦

⑥

⑦

…

…
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⑦ ⑦ ⑦

⑦ ⑦ ⑦

…

…
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⑦ ⑦

⑦ ⑦
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⑧ ⑧ ⑧

⑧

…
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１．統計資料名

No.02 品目別経営統計

２．収集方法

出版物

３．所在・出版元
書名：

農業経営統計調査報告 品目別経営統計 平成19年

発行元：
農林水産省

※上記の１冊を収集すること。

４．使用項目 （計　６　項目）
①

②

③

④

⑤

⑥ 「５　水田作・畑作経営　（２）農業経営収支（１戸当たり）」の「イ　畑作　（キ）茶」の「全国平均（10a当た
り）」の「土地改良及び水利費」、「農機具」、「農用建物」

「５　水田作・畑作経営　（２）農業経営収支（１戸当たり）」の「イ　畑作」の「（ア）小豆」、「（イ）いんげん」、
「（ウ）らっかせい」の「全国平均（10a当たり）」の「土地改良及び水利費」、「農機具」、「農用建物」
※いんげんは全国平均ではなく、北海道の値を使用する。

「５　水田作・畑作経営　（２）農業経営収支（１戸当たり）」の「ア　水田作」の「（ア）六条大麦」、「（イ）裸
麦」、「（ウ）二条大麦」の「全国平均（10a当たり）」の「土地改良及び水利費」、「農機具」、「農用建物」

「１　露地野菜作経営　（２）農業経営収支（１戸当たり）」の「ア　だいこん」、「イ　にんじん」、「ウ　さとい
も」、「エ　はくさい」、「オ　キャベツ」、「キ　レタス」、、「ケ　青ねぎ」、「サ　たまねぎ」の「全国平均（10a当た
り）」の「土地改良及び水利費」、「農機具」、「農用建物」
※「全国平均」が複数ある場合は、「全国平均（年産）」の値を使用する。
「２　施設野菜作経営　（２）農業経営収支（１戸当たり）」の「イ　きゅうり」、「ウ　なす」、「エ　大玉トマト」、
「カ　ピーマン」の「全国平均（10a当たり）」の「土地改良及び水利費」、「農機具」、「農用建物」
※「全国平均」が複数ある場合は、「全国平均（年産）」の値を使用する。

「３　果樹作経営　（２）農業経営収支（１戸当たり）」の「ア　みかん」、「カ　りんご」、「キ　日本なし」、「コ　も
も」、「セ　ぶどう」、「タ　パインアップル」の「全国平均（10a当たり）」の「土地改良及び水利費」、「農機
具」、「農用建物」
※パインアップルは全国平均ではなく、沖縄の値を使用する。
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※上記例はだいこん。他の作物についても同様の情報を収集すること。

①

①

①
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※上記例はきゅうり。他の作物についても同様の情報を収集すること。

②

②

②
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※上記例はみかん。他の作物についても同様の情報を収集すること。

③

③

③
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※上記例は六条大麦。他の作物についても同様の情報を収集すること。

④

④

④
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⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤
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⑥

⑥

⑥
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１．統計資料名

No.03 品目別作付面積、収穫量及び出荷量

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
農林水産省ホームページ

統計情報
分野別分類　作付面積・生産量、家畜の頭数など

平成19年産水陸稲の収穫量
平成19年産麦類の作付面積
平成19年産かんしょの作付面積及び収穫量
平成19年産大豆の収穫量
平成19年産小豆、いんげん及びらっかせいの作付面積(乾燥子実)
平成19年果樹及び茶栽培面積(7月15日現在)
平成19年産秋冬野菜、指定野菜に準ずる野菜等の作付面積、収穫量及び出荷量
　併載：平成19年産野菜(39品目)の作付面積、収穫量及び出荷量（年間計）
平成19年産春野菜、夏秋野菜の作付面積、収穫量及び出荷量
　併載：平成19年産たまねぎ、きゅうり、なす、トマト、ピーマンの年間計

※上記の□で囲まれた８ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　８　項目）
①

②

③

④

⑤

「平成19年産水陸稲の収穫量」ファイル：「P2」シート：「表1　平成19年産水陸稲の収穫量（全国農業地域
別）」の作付面積（水陸稲計）の「全国」行の値

「平成19年産麦類の作付面積」ファイル：「４麦（田畑計）」シート：「１　平成１９年産４麦の用途別作付面
積」の小麦作付面積（子実用）、二条大麦作付面積（子実用）、六条大麦作付面積（子実用）、裸麦作付面
積（子実用）の「全国」行の値

「平成19年産かんしょの作付面積及び収穫量」ファイル：「P4」シート：「１　平成19年産かんしょの作付面
積」の作付面積（計）の「全国」行の値

「平成19年産大豆の収穫量」ファイル：「p3」シート：「平成19年産大豆の作付面積及び収穫量」の作付面
積の「全国」行の値

「平成19年産小豆、いんげん及びらっかせいの作付面積(乾燥子実)」ファイル：
「2ページ」シート：「平成19年産　小豆、いんげん及びらっかせいの作付面積（乾燥子実）」の小豆作付面
積の「全国」行の値
「3ページ」シート：「平成19年産　小豆、いんげん及びらっかせいの作付面積（乾燥子実）」のいんげん作
付面積の「全国」行の値
「4ページ」シート：「平成19年産　小豆、いんげん及びらっかせいの作付面積（乾燥子実）」のらっかせい作
付面積の「全国」行の値
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⑥

⑦

⑧ 「平成19年産春野菜、夏秋野菜の作付面積、収穫量及び出荷量　併載：平成19年産たまねぎ、きゅうり、
なす、トマト、ピーマンの年間計」ファイル：
「48」シート～「52」シート：「Ⅱ　平成19年産たまねぎ、きゅうり、なす、トマト、ピーマンの作付面積、10a当
たり収量、収穫量及び出荷量」のたまねぎ、きゅうり、なす、トマト、ピーマンの作付面積の「全国」行の値

「平成19年産秋冬野菜、指定野菜に準ずる野菜等の作付面積、収穫量及び出荷量　併載：平成19年産
野菜(39品目)の作付面積、収穫量及び出荷量（年間計）」ファイル：
「81」シート～「88」シート：「２　　主要品目の都道府県別作付面積、10a当たり収量、収穫量及び出荷量」
のだいこん、にんじん、ばれいしょ、さといも、はくさい、キャベツ、レタス、ねぎの作付面積の「全国」行の
値

「平成19年果樹及び茶栽培面積(7月15日現在)」ファイル：
「P6」シート：「１　果樹栽培面積」のみかん栽培面積の「全国」行の値
「P7」シート：「１　果樹栽培面積」のりんご栽培面積の「全国」行の値
「P7」シート：「１　果樹栽培面積」の日本なし栽培面積の「全国」行の値
「P9」シート：「１　果樹栽培面積」のもも栽培面積の「全国」行の値
「P11」シート：「１　果樹栽培面積」のぶどう栽培面積の「全国」行の値
「P12」シート：「１　果樹栽培面積」のパインアップル栽培面積の「全国」行の値
「P14」シート：「２　茶栽培面積」の茶栽培面積の「全国」行の値

①
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② ② ② ②

③

…
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② ② ② ②

③

…
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④

⑤
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⑤

⑤
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⑥

⑥ ⑥
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⑥

⑥
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⑥

⑥
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⑦

⑦
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⑦

⑦
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⑦

⑦
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⑦

⑦
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⑧

⑧

34



⑧

⑧
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⑧
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１．統計資料名

No.04 畜産物流通統計

２．収集方法

出版物

３．所在・出版元
書名：

畜産物流通統計　平成19年

発行元：
農林統計協会

※上記の１冊を収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
①

※上記例は平成18年。平成19年のデータを収集すること。

表「産地都道府県別出荷頭数」の平成19年全国の「豚」、「和牛　小計」、「去勢和牛」、「乳牛　小計」、「乳
用肥育おす牛」、「その他の牛　小計」、「和子牛」、「乳子牛」

① ① ① ① ① ① ①
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１．統計資料名

No.05 牛乳乳製品統計

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
農林水産省ホームページ

統計情報
最近公表の統計資料

分野別分類　作付面積・生産量、家畜の頭数など
牛乳乳製品統計（収集時点で最新の年月のもの）

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「牛乳乳製品統計」ファイル：「P2」シートの「１　生乳生産量と用途別処理量」「平. 19年」の「生乳生産量」

①
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１．統計資料名

No.06 行政投資実績

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
総務省ホームページ

広報・報道
報道資料

「平成19年度行政投資実績」の公表
別添2（全文）

※「報道資料」のページで、「平成19年度行政投資実績」を検索し上記の□で囲まれた１ファイルを
　収集すること。

４．使用項目 （計　３　項目）
①

②

③

※上記例は「（１）農業基盤整備」。他についても同様の情報を収集すること。
※上記例は平成18年。平成19年のデータを収集すること。

「第2編　基礎資料　平成19年度都道府県別行政投資実績」ファイル：
「Ⅰ　一般事業」「5　農林水産」の「（１）農業基盤整備」、「（２）林道」、「（３）造林」、「（４）漁港」の総投資額
の合計

「第2編　基礎資料　平成19年度都道府県別行政投資実績」ファイル：
「Ⅱ　公営企業」「3　軌道」の総投資額の合計

「第2編　基礎資料　平成19年度都道府県別行政投資実績」ファイル：
「Ⅱ　公営企業」「5　地下鉄」の総投資額の合計

①

…
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※上記例は平成18年。平成19年のデータを収集すること。

※上記例は平成18年。平成19年のデータを収集すること。

②

③

…
…
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１．統計資料名

No.07 民間企業資本ストック年報

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
国民経済計算（SNA）ホームページ

２．統計表一覧
4. 民間企業資本ストック

4-2. 民間企業資本ストック年報
昭和５５～平成１９年度年報（平成１２年基準：93SNA) 

四半期計数
法人企業
全企業

※上記の□で囲まれた２ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）
①

② 「全企業」：「4新設投資額(原・取付)」シート：「産業別新設投資額　（原系列）　取付ベース　実質」の「建設
業」、「不動産業」、「卸売業」、「小売業」、「映画・娯楽」、「旅館その他宿泊所」、「事業所サービス」、「その
他のサービス」の値

「法人企業」：「4新設投資額(原・取付)」シート：「産業別新設投資額　（原系列）　取付ベース　実質」の「建
設業」、「不動産業」、「卸売業」、「小売業」、「映画・娯楽」、「旅館その他宿泊所」、「事業所サービス」、「そ
の他のサービス」の値

①
①①

…

①

…
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※上記例は法人企業の該当表の一部である。①、②ともに表に記載されているすべての年のデータを収集すること。
※「全企業」についても「法人企業」と同様のデータを収集すること。

①
…
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１．統計資料名

No.08 工業統計表

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
経済産業省ホームページ

統計
工業統計調査

調査の結果
統計表一覧

平成19年確報　産業編

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）
①

②

<<平成１９年　工業統計表「産業編」　統計表データ>>　「１　産業別統計表 (産業細分類別)　　(2) 従業者
30人以上の事業所に関する統計表」　「①　事業所数、従業者数及び現金給与総額」：
事業所数

<<平成１９年　工業統計表「産業編」　統計表データ>>　「１　産業別統計表 (産業細分類別)　　(2) 従業者
30人以上の事業所に関する統計表　③　在庫額及び有形固定資産額及びリース契約による契約額及び
支払額」：
「有形固定資産額」「Ｂ取得額」「土地以外のもの」の建物及び構築物、機械及び装置、その他
「有形固定資産額」「建設仮勘定」の増加額

43



※例は収集対象の表の一部である。全産業分類についてのデータを収集すること。
※上記例は平成18年。平成19年のデータを収集すること。

①
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※例は収集対象の表の一部である。全産業分類についてのデータを収集すること。
※上記例は平成18年。平成19年のデータを収集すること。

②
…
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１．統計資料名

No.09 建設投資見通し

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
国土交通省ホームページ

統計情報・白書
統計情報

その他関係統計データ
建設投資見通し

公表資料
概要と要点・昭和３５年からの推移・地域別建設投資の推移

昭和３５年からの推移(付表1～6）

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「昭和３５年からの推移(付表1～6）」：「付表１」シートの平成19年度「総計」、「１．建築」、「１．建築の（１）

住宅」、「１．建築の（２）非住宅」、「２．土木」

①

①

①

…

①

①
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１．統計資料名

No.10 ガス事業便覧

２．収集方法

出版物

３．所在・出版元
書名：

ガス事業便覧　平成20年版

発行元：
発行元：日本ガス協会

※上記の１冊を収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「Ⅳ　経理」「５．年度別設備投資」「（２）設備別設備投資（資金ベース）の「計」および「土地」の値

①

①
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１．統計資料名

No.11 地方公営企業年鑑

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
総務省ホームページ

政策
 地方行財政

地方公営企業等
平成19年度地方公営企業年鑑

１．水道事業（上水道事業及び簡易水道事業）　
２．工業用水道事業　
７．下水道事業
11．観光施設事業

※上記の□で囲まれた４ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　４　項目）
① 「１．水道事業（上水道事業及び簡易水道事業）　」ファイル：

「４．法適用企業の経営状況」「(4)資本収支の状況」「第10表-1　水道事業の資本収支の状況（法適用）」
の平成19年度建設改良費
「５．非法適用簡易水道事業の経営状況」「第12表　簡易水道事業の経営状況（非法適用）」の平成19年
度建設改良費

② 「２．工業用水道事業」ファイル：
「３．経営状況」「(3)資本収支の状況」「第6表-1　工業用水道事業の資本収支の推移」の平成19年度建
設改良費

③ 「７．下水道事業」ファイル：
「４．法適用企業の経営状況」「(2)資本収支の状況」「第5表　下水道事業の資本収支の状況（法適用企
業）」の平成19年度建設改良費
「５．非法適用簡易水道事業の経営状況」「(3)実質収支」「第6表　下水道事業の経営状況（非法適用企
業）」の平成19年度建設改良費

④ 「11．観光施設事業」ファイル：
「３．法適用企業の経営状況」「(2)資本収支の状況」「第5表　観光施設事業の資本収支の状況（法適用
企業）」の平成19年度建設改良費
「４．非法適用企業の経営状況」「第6表　観光施設事業の経営状況（非法適用企業）」の平成19年度建
設改良費

48



※上記例は平成18年度。平成19年度のデータを収集すること。

①

①
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※上記例は平成18年度。平成19年度のデータを収集すること。

②

③
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※上記例は平成18年度。平成19年度のデータを収集すること。

③
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※上記例は平成18年度。平成19年度のデータを収集すること。

④

④
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１．統計資料名

No.12 日本の廃棄物処理

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
環境省ホームページ

廃棄物・リサイクル対策
廃棄物処理の現状

廃棄物処理技術情報
一般廃棄物処理実態調査結果

平成19年度調査結果
日本の廃棄物処理

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「日本の廃棄物処理」ファイル：

「Ⅲ．廃棄物処理事業経費及び人員」の「１． ごみ処理事業経費の推移」の平成19年度の「建築改良
費」の「小計」
「Ⅲ．廃棄物処理事業経費及び人員」の「１． ごみ処理事業経費の推移」の平成19年度の「処理及び維
持管理費等」の「車両等購入費」
「Ⅲ．廃棄物処理事業経費及び人員」の「２．し尿処理事業経費の推移」の平成19年度の「建築改良費」
の「小計」
「Ⅲ．廃棄物処理事業経費及び人員」の「２．し尿処理事業経費の推移」の平成19年度の「処理及び維
持管理費等」の「車両等購入費」
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※上記例は平成18年度

①

①

①

①
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１．統計資料名

No.13 個人企業経済調査年報

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
総務省統計局・政策統括官（統計基準担当）・統計研修所ホームページ

統計データ
分野別一覧

個人企業経済調査
統計表一覧

動向編　平成19年度　統計表
産業特殊中分類別営業状況

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「産業特殊中分類別営業状況」ファイル：「002」シート：

「洗濯・理容・美容・浴場業」、「卸売業」、「小売業」、「飲食店」、「自動車整備業，その他の事業サービス
業」の設備投資額

①
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①

①

①
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１．統計資料名

No.14 全国銀行財務諸表分析

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
全国銀行協会ホームページ

各種統計資料
全国銀行財務諸表分析

平成19年度決算 
全国銀行総合財務諸表(業態別)

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「全国銀行総合財務諸表(業態別)」ファイル：「総合財務諸表」シート：

全国銀行の銀行数
全国銀行の「建物」、「土地」、「その他の有形固定資産」の当期計

①

①

①
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１．統計資料名

No.15-01 民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関の財務諸表
　　　　（日本政策金融公庫　国民生活事業）

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
日本政策金融公庫ホームページ

国民生活事業
事業概要

業務と財務の状況
業務報告書（財務諸表、附属明細書及び決算報告書を含む。） 

平成１９年度 業務報告書（財務諸表、附属明細書及び決算報告書を含む。）

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）
① 「平成１９年度 業務報告書」ファイル：「１ 財務諸表」：

「（１） 損益計算書」の固定資産減価償却費

② 「平成１９年度 業務報告書」ファイル：「１ 財務諸表」：
「（３）財産目録」の「建物」、「機械器具備品」、「固定資産仮払金」
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①
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②

②
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１．統計資料名

No.15-02 民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関の財務諸表
　　　　（日本政策金融公庫　中小企業事業）

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
日本政策金融公庫ホームページ

中小企業事業
事業概要

財務諸表など
平成１９年度

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）
① 「平成19 年度決算報告書」：「総括損益計算書」の「固定資産減価償却費」の額

② 「平成19 年度決算報告書」：「総括財産目録」の「建物」、「機械器具備品」、「構築物」、「固定資産仮払
金」の額

①
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②

②
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１．統計資料名

No.15-03 民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関の財務諸表
　　　　（日本政策金融公庫　農林水産事業）

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
日本政策金融公庫ホームページ

農林水産事業
組織情報

報告資料
 旧農林公庫の業務報告書

平成19年度業務報告書

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）
① 「平成19年度業務報告書」：「財産目録」の「建物」、「機械器具備品」の額

② 「平成19年度業務報告書」：「損益計算書」の「固定資産減価償却費」の額
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①
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②
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１．統計資料名

No.15-04 民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関の財務諸表
　　　　（住宅金融支援機構）

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
住宅金融支援機構ホームページ

情報公開資料
財務諸表等

平成19年度財務諸表等
法人単位

財務諸表附属明細書

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「附属明細書（法人単位）」の表「１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細」：

「有形固定資産（償却費損益内）」の「建物」、「その他の有形固定資産」、「計」の当期増加額、当期減少
額

①
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１．統計資料名

No.15-05 民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関の財務諸表
　　　　（地方公営企業等金融機構）

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
地方公営企業等金融機構ホームページ

投資家の皆様へ
財務情報

過去の財務諸表
平成19年度　財産目録
平成19年度　損益計算書

※上記の□で囲まれた２ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）
① 「財産目録」の「建物」、「構築物」、「機械器具備品」、「造作」の金額

② 「損益計算書」の固定資産減価償却費」の金額

①
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②
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１．統計資料名

No.15-06 民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関の財務諸表
　　　　（沖縄振興開発金融公庫）

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
沖縄振興開発金融公庫ホームページ

沖縄公庫のご案内
ディスクロージャー資料

財務諸表
平成19年度

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）
① 「財産目録」の「建物」、「構築物」、「機械器具備品」の金額

② 「損益計算書」の固定資産減価償却費」の金額

①
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②
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１．統計資料名

No.15-07 民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関の財務諸表
　　　　（日本政策投資銀行）

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
日本政策投資銀行ホームページ

IR情報 
財務情報 

有価証券報告書等
特殊法人等会計処理基準

第9事業年度（2007年4月1日から2008年3月31日まで）
損益計算書
財産目録

※上記の□で囲まれた２ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）
① 「損益計算書」：「動産不動産減価償却費」の額

② 「財産目録」：「建物、「什器」の額
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①

72



 

②
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１．統計資料名

No.15-08 民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関の財務諸表
　　　　（国際協力銀行）

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
国際協力銀行ホームページ

IR情報 
財務情報

平成19年度　財産目録
平成19年度　損益計算書 

※上記の□で囲まれた２ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　４　項目）
① 「総括財産目録」の「建物」、「什器」、「建設仮払金」の金額

② 「海外経済協力勘定財産目録」の「営業用土地建物動産」の金額

③ 「総括損益計算書」の「動産不動産減価償却費」の金額

④ 「海外経済協力勘定損益計算書」の「動産不動産減価償却費」の金額
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①

①
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②

③

②
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④
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１．統計資料名

No.15-09 民間金融機関の財務諸表・政府系金融機関の財務諸表
　　　　（日本銀行）

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
日本銀行ホームページ

日本銀行のご案内 
会計・決算 

財務諸表等
第123回事業年度（平成19年度）決算等について

第１２３回事業年度財務諸表等

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）
① 「第１２３回事業年度財務諸表等」：「１．財産目録」の「有形固定資産」、「建物」、「その他の有形固定資

産」の額

② 「第１２３回事業年度財務諸表等」：「３．損益計算書」の「減価償却費」の額
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①
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②
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１．統計資料名

No.16 特定サービス産業実態調査

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
経済産業省ホームページ

統計
特定サービス産業実態調査

調査の結果
統計表一覧

平成19年特定サービス産業実態調査（確報）
統計表データ（01 ソフトウェア業）
統計表データ（02 情報処理・提供サービス業）
統計表データ（03 各種物品賃貸業）
統計表データ（06 広告代理業）
統計表データ（07 その他の広告業）
統計表データ（09 クレジットカード業，割賦金融業）

※上記の□で囲まれた６ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　５　項目）
① 「統計表データ（01 ソフトウェア業）」ファイル：「情処総合（第１１表）」シート：

「第１１表年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額」の「情報処理・提供サービス業の年間営
業用有形固定資産」の「計」、「機械・設備・装置」、「土地」、「建物・その他の有形固定資産」の経営組織
別計

② 「統計表データ（02 情報処理・提供サービス業）」ファイル：「情処総合（第１１表）」シート：
「第１１表年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額」の「情報処理・提供サービス業の年間営
業用有形固定資産」の「計」、「機械・設備・装置」、「土地」、「建物・その他の有形固定資産」の経営組織
別計

③ 「統計表データ（03 各種物品賃貸業）」ファイル：「各種総合（第１２表）」シート：
「第１２表年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額」の「各種物品賃貸業の年間営業用有形
固定資産」の「計」、「機械・設備・装置」、「土地」、「建物・その他の有形固定資産」の経営組織別計

④ 「統計表データ（06 広告代理業）」ファイル：「広代総合（第１１表）」シート：
「第１１表年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額」の「広告代理業の年間営業用有形固定
資産取得額（百万円）」の「計」、「機械・設備・装置」、「土地」、「建物・その他の有形固定資産」の経営組
織別計

⑤ 「統計表データ（07 その他の広告業）」ファイル：「そ広総合（第１１表）」シート：
「第１１表年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額」の「その他の広告業の年間営業用有形
固定資産取得額（百万円）」の「計」、「機械・設備・装置」、「土地」、「建物・その他の有形固定資産」の経
営組織別計

⑥ 「統計表データ（09 クレジットカード業，割賦金融業）」ファイル：「クレジット総合（第１１表）」シート：
「第１１表年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額」の「クレジットカード業，割賦金融業の年
間営業用有形固定資産」の「計」、「機械・設備・装置」、「土地」、「建物・その他の有形固定資産」の経営
組織別計

81



②

…

… ①

82



③

④
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⑤

⑥

…

…
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１．統計資料名

No.17 日本郵政　事業報告書

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
日本郵政ホームページ

経営・財務情報
旧日本郵政公社に関する情報

旧日本郵政公社　事業報告書など
2007年度（平成19年度）

2007年度（平成19年度）事業報告書 全文

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「2007年度（平成19年度）事業報告書 全文」：「4　設備投資の状況」の「19年度実績額」

①
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１．統計資料名

No.18 生命保険事業概況

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
生命保険協会ホームページ

情報・資料
生命保険事業概況

年次統計（契約状況、収支状況、資産・負債状況） 
平成19年度

貸借対照表 
損益計算書 

※上記の□で囲まれた２ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）
① 「貸借対照表」：「貸借（40社分）」、「貸借（前者）」シートの「有形固定資産」、「土地」、「建設仮勘定」の額

② 「損益計算書」：「損益（40社分）」、「損益（前者）」シートの「賃貸用不動産等減価償却費」、「減価償却
費」の額

①

①
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②

②
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１．統計資料名

No.19 日本の損害保険ファクトブック

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
日本損害保険協会ホームページ

統計・刊行物・報告書
刊行物

損害保険全般
日本の損害保険－ファクトブック

日本の損害保険－ファクトブック2008
ファクトブック2008

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「日本の損害保険－ファクトブック2008」：「Ⅱ　データ編　損保全般」の「貸借対照表　資産の部」の「土

地、建物」の額

※調査対象年（年度）の数値は、調査対象年の翌年のファクトブックに記載されていることに注意。

①
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１．統計資料名

No.20 住宅着工統計

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
国土交通省ホームページ

統計情報・白書
統計情報

建築・住宅
建築着工統計調査（年計）

過去資料
建築着工統計調査

2007年
記者発表資料 

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「建築着工統計調査報告」：「平成１９年建築着工統計調査報告（１９年１月～１９年１２月）」「新設住宅」

の「新設住宅計」、「貸家」、「給与住宅」の床面積

①

①
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１．統計資料名

No.21 国民経済計算年報

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
内閣府ホームページ

統計情報・調査結果
SNA

２．統計表一覧
平成19年度確報

4．主要系列表
（1）国内総生産（支出側）

名目　暦年

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「実数」シート：

「１．国内総生産（支出側、名目）」の「３．　総資本形成」「（１）総固定資本形成」「ａ．民間」「（ａ）住宅」の
平成19暦年の値
「１．国内総生産（支出側、名目）」の「３．　総資本形成」「（１）総固定資本形成」「ｂ．公的」「（ａ）住宅」の
平成19暦年の値

①

①

…
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１．統計資料名

No.22 道路統計年報

２．収集方法

出版物

３．所在・出版元
書名：

道路統計年報 2007年

出版元：
国土交通省道路局

※上記の１冊を収集すること。

４．使用項目 （計　３　項目）
① 表「東日本高速道路（株）事業費（実績額）」、表「中日本高速道路（株）事業費（実績額）」、表「西日本高

速道路（株）事業費（実績額）」、表「首都高速道路（株）事業費（実績額）」、表「阪神高速道路（株）事業
費（実績額）」、表「本州四国連絡高速道路（株）事業費（実績額）」の「新築・改築費」、「修繕費」、「災害
復旧費」、「合計」

② 表「指定都市高速道路公社の有料道路事業（決算額）」の「高速道路建設費」、「関連街路分担金」、「調
査費」

② 表「有料道路事業費（地方道路公社・合計）」の「道路改良」、「橋梁整備」、「舗装新設」、「維持修繕」、
「調査」、「その他」、「うち用地補償費」の合計欄の額

91



※首都高速道路（株）、阪神高速道路（株）、本州四国連絡高速道路（株）
　についても同様の情報を収集すること。

①

①

①
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１．統計資料名

No.25 学校基本調査

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
文部科学省ホームページ

統計情報
学校基本調査（指定統計第13号）

平成20年度学校基本調査（確定値）
学校基本調査－平成20年度－高等教育機関 統計表一覧

学校経費調査（平成19会計年度）
使途別　学校経費（国・公立大学）
使途別　学校経費（国立の高等専門学校等）

※上記の□で囲まれた２ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）
① 「使途別　学校経費（国・公立大学）」ファイル：表「109　使途別　学校 　 経費（国・公立大学）（ 11 - 1 ）」

の「国立　計」、「国立　付属病院」、「国立　附置研究所」、「公立　計」、「公立　付属病院」、「公立　附置
研究所」の「B　資本的支出」、「B a　土地費」、「B b　建築費」、「B c　設備・備品費」、「B d　図書購入
費」

② 「使途別　学校経費（国立の高等専門学校等）」ファイル：表「110　使途別　学校 　経費（国立の高等専
門学校等）」の「高等専門学校」の「B　資本的支出」、「B a　土地費」、「B b　建築費」、「B c　設備・備品
費」、「B d　図書購入費」

①

①

①

①
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①

①

①

①

②

②

…
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１．統計資料名

No.26 地方教育費調査

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
文部科学省ホームページ

統計情報
地方教育費調査（届出統計）

平成20年度地方教育費調査（平成19会計年度）
平成20年度地方教育費調査（平成19会計年度） 統計表 第1部 全国集計

学校教育費 
第４表　小支出項目別学校教育費

１　全学校
社会教育費・教育行政費 

第８表　支出項目別社会教育費・教育行政費
１　計

※上記の□で囲まれた２ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）
① 「１　全学校」ファイル：表「第４表  小支出項目別学校教育費」の「教育費総額」の「B　資本的支出」、「B

a　土地費」、「B b　建築費」、「B c　設備・備品費」、「B d　図書購入費」

② 「１　計」ファイル：表「第８表　支出項目別社会教育費・教育行政費」の「社会教育費」の「資本的支出」、
「うち土地・建築費」

※上記例は平成18会計年度。平成19会計年度のデータを収集すること。

①
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※上記例は平成18会計年度。平成19会計年度のデータを収集すること。

②

…
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１．統計資料名

No.27 今日の私学財政

２．収集方法

出版物

３．所在・出版元
書名：

平成20年度版　今日の私学財政　大学・短期大学編
平成20年度版　今日の私学財政　高等学校・中学校・小学校編
平成20年度版　今日の私学財政　幼稚園・特別支援学校編
平成20年度版　今日の私学財政　専修学校・各種学校編

出版元：
日本私立学校振興共済事業団

※上記の４冊を収集すること。

４．使用項目 （計　４　項目）
① 「平成20年度版　今日の私学財政　大学・短期大学編」：

大学法人、短期大学法人、大学部門、短期大学部門の「5ヵ年連続資金収支計算書」の19年度の「土地
支出」、「建物支出」、「構築物支出」、「教育研究用機器備品支出」、「その他の機器備品支出」、「図書
支出」
大学法人、大学部門の「5ヵ年連続資金収支計算書（医歯系法人を除く）」の19年度の「土地支出」、「建
物支出」、「構築物支出」、「教育研究用機器備品支出」、「その他の機器備品支出」、「図書支出」

② 「平成20年度版　今日の私学財政　高等学校・中学校・小学校編」：
高等学校法人、高等学校部門の「5ヵ年連続資金収支計算書」の19年度の「土地支出」、「建物支出」、
「構築物支出」、「教育研究用機器備品支出」、「その他の機器備品支出」、「図書支出」
中学校法人、小学校法人、中学校部門、小学校部門の「4ヵ年連続資金収支計算書」の19年度の「土地
支出」、「建物支出」、「構築物支出」、「教育研究用機器備品支出」、「その他の機器備品支出」、「図書
支出」

③ 「平成20年度版　今日の私学財政　幼稚園・特別支援学校編」：
幼稚園部門、特別支援学校部門の「5ヵ年連続資金収支計算書」の19年度の「土地支出」、「建物支出」、
「構築物支出」、「教育研究用機器備品支出」、「図書支出」

④ 「平成20年度版　今日の私学財政　専修学校・各種学校編」：
専修学校法人、各種学校部門の「5ヵ年連続資金収支計算書」の19年度の「土地支出」、「建物支出」、
「構築物支出」、「教育研究用機器備品支出」、「図書支出」
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※上記例は平成18年度。
※上記例は大学法人の5ヵ年連続資金収支計算書である。他についても同様の情報を収集すること。

①

①

…
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※上記例は平成18年度。
※上記例は高等学校法人の5ヵ年連続資金収支計算書である。他についても同様の情報を収集すること。

②

②

…
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※上記例は幼稚園部門の5ヵ年連続資金収支計算書である。他についても同様の情報を収集すること。
※上記例は平成18年度。

③

③

…
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※上記例は専修学校法人の5ヵ年連続資金収支計算書である。他についても同様の情報を収集すること。
※上記例は平成18年度。

④

④

…
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１．統計資料名

No.28 民間非営利団体実態調査結果

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
内閣府ホームページ

統計情報・調査結果
SNA

２．統計表一覧
5. 民間非営利団体実態調査結果

平成１９年度調査結果（平成２１年１月２８日）

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１０　項目）
① 表「産業別、従業者規模別収入・支出額表　社会教育」の「減価償却費」、「非営利会計　住宅」、「非営利

会計　非住宅」、「非営利会計　構築物等」、「非営利会計　設備」、「営利会計　住宅」、「営利会計　非住
宅」、「営利会計　構築物等」、「営利会計　設備」の「全事業所」、「1～4人」、「5～19人」、「20～49人」、
「50人以上」、「全事業所合計額」

② 表「民間非営利団体実態調査対象集計事業所数」の「社会教育」の「合計」、「1～4人」、「5～19人」、「20
～49人」、「50人以上」

③ 表「民間非営利団体実態調査対象母集団数」の「社会教育」の「合計」、「1～4人」、「5～19人」、「20～49
人」、「50人以上」

④ 表「産業別、従業者規模別収入・支出額表　社会保険事業団体」の「減価償却費」、「非営利会計　住
宅」、「非営利会計　非住宅」、「非営利会計　構築物等」、「非営利会計　設備」の「全事業所」、「1～4
人」、「5～19人」、「20～49人」、「50人以上」、「全事業所合計額」

⑤ 表「産業別、従業者規模別収入・支出額表　老人福祉・介護事業」の「減価償却費」、「非営利会計　住
宅」、「非営利会計　非住宅」、「非営利会計　構築物等」、「非営利会計　設備」の「全事業所」、「1～4
人」、「5～19人」、「20～49人」、「50人以上」、「全事業所合計額」

⑥ 表「産業別、従業者規模別収入・支出額表　851、854以外の社会保険、社会福祉」の「減価償却費」、「非
営利会計　住宅」、「非営利会計　非住宅」、「非営利会計　構築物等」、「非営利会計　設備」の「全事業
所」、「1～4人」、「5～19人」、「20～49人」、「50人以上」、「全事業所合計額」

⑦ 表「産業別、従業者規模別収入・支出額表　学術・文化団体」の「減価償却費」、「非営利会計　住宅」、
「非営利会計　非住宅」、「非営利会計　構築物等」、「非営利会計　設備」の「全事業所」、「1～4人」、「5～
19人」、「20～49人」、「50人以上」、「全事業所合計額」

⑧ 表「産業別、従業者規模別収入・支出額表　他に分類されない非営利的団体」の「減価償却費」、「非営利
会計　住宅」、「非営利会計　非住宅」、「非営利会計　構築物等」、「非営利会計　設備」の「全事業所」、
「1～4人」、「5～19人」、「20～49人」、「50人以上」、「全事業所合計額」

⑨ 表「産業別、従業者規模別収入・支出額表　宗教」の「減価償却費」、「非営利会計　住宅」、「非営利会計
非住宅」、「非営利会計　構築物等」、「非営利会計　設備」の「全事業所」、「1～4人」、「5～19人」、「20～
49人」、「50人以上」、「全事業所合計額」
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⑩ 表「産業別、従業者規模別収入・支出額表　集会場」の「減価償却費」、「非営利会計　住宅」、「非営利会
計　非住宅」、「非営利会計　構築物等」、「非営利会計　設備」の「全事業所」、「1～4人」、「5～19人」、
「20～49人」、「50人以上」、「全事業所合計額」

①

①

②

①

…
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③

④

④

…
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⑤

⑥

⑤

…

⑥

…
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⑦

⑧

⑦

…

⑧

…
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⑨

⑩

⑨

…

⑩

…

112



１．統計資料名

No.29 科学技術研究調査

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
総務省統計局・政策統括官（統計基準担当）・統計研修所ホームページ

統計データ
分野別一覧

科学技術研究調査
平成19年科学技術研究調査

統計表
非営利団体・公的機関

組織，学問別研究関係従業者数，内部使用研究費，
　受入研究費及び外部支出研究費（非営利団体・公的機関）

企業等
産業，資本金階級別研究関係従業者数，社内使用研究費，
　受入研究費及び社外支出研究費（企業等）
産業，従業者規模別研究関係従業者数，社内使用研究費，
　受入研究費及び社外支出研究費（会社）

※上記の□で囲まれた３ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　３　項目）
① 「組織，学問別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研究費（非営利団体・公

的機関）」ファイル：非営利団体、公的機関、特殊法人・独立行政法人の「内部使用研究費」「有形固定資
産購入費」の「計」、「土地･建物等」、「機械･器具･装置等」、「その他」

② 「産業，資本金階級別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研究費（企業
等）」ファイル：全産業の「社内使用研究費」「有形固定資産購入費」の「計」、「土地･建物等」、「機械･器
具･装置等」、「その他」

③ 「産業，資本金階級別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研究費（会社）」
ファイル：全産業の「社内使用研究費」「有形固定資産購入費」の「計」、「土地･建物等」、「機械･器具･装
置等」、「その他」
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①

①

①

…

…
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②

③

…

…
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１．統計資料名

No.30 病院経営実態調査報告

２．収集方法

出版物

３．所在・出版元
書名：

病院経営実態調査報告 平成19年 平成１９年６月現在調査

出版元：
全国公私病院連盟

※上記の１冊を収集すること。

４．使用項目 （計　３　項目）
① 表「１床当たり減価償却費（全体）」の総数及び開設者別の「総数」

② 表「１床当たり有形固定資産額（総額）」の総数及び開設者別の「総数」

② 表「１床当たり有形固定資産額（土地（別掲））」の総数及び開設者別の「総数」

①
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②

③
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１．統計資料名

No.31 医療施設調査

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
厚生労働省ホームページ

統計調査結果
分野別一覧

２．保健衛生
医療施設調査

結果の概要
平成１９年医療施設（動態）調査・病院報告の概況

統計表1～19

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　２　項目）
① 「統計表1～19」ファイル：「統計表２　開設者別にみた病院数及び病院病床数の年次推移」の平成19年の

病院病床数

② 「統計表1～19」ファイル：「統計表４　開設者・施設の種類別にみた施設数」の「一般診療所」「有床」、「一
般診療所」「無床」、「歯科診療所」の総数、個人
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①
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② ②

② ②

…
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１．統計資料名

No.32 医療経済実態調査

２．収集方法

出版物

３．所在・出版元
書名：

第16回 医療経済実態調査（医療機関等調査）報告の概要 平成19年6月実施

出版元：
中央社会保険医療協議会

※上記の１冊を収集すること。

４．使用項目 （計　５　項目）
① 一般診療所（集計２）の表「第５表　１施設当たり収支額：収支科目・有床－無床・開設者別」の「有床　個

人」、「有床　その他」、「無床　個人」の減価償却費

② 一般診療所（集計２）の表「第７表　１施設当たり資産・負債額：資産、負債科目・有床－無床・開設者別」
の「有床　個人」、「無床　個人」の「有形固定資産」、「その他の有形固定資産」

③ 一般診療所（集計２）の表「第８表　１施設当たり年間設備投資額：用途・有床－無床・開設者別」の「有床
個人」、「無床　個人」の「土地」、「全体」

④ 歯科診療所（集計２）の表「第１６表　１施設当たり資産・負債額：資産、負債科目・開設者別」の「個人」の
「（再掲）有形固定資産」

⑤ 歯科診療所（集計２）の表「第１７表　１施設当たり年間設備投資額：用途・開設者別」の「個人」の「土
地」、「全体」
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① ①
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②

②

②

②

③

③

③

③

123



④

⑤

⑤
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１．統計資料名

No.33 交通関連統計資料集

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
国土交通省ホームページ

統計
統計情報・白書

統計情報
交通関係統計資料

その他　交通関連統計資料集
交通関連統計資料集　Excel形式

 I．国内統計
Ⅰ－４　事業

 I-4-6 レンタカー事業者数および車両数の推移

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。
※「その他　交通関連統計資料集」ページでExcel形式を選択して検索することで
　「交通関連統計資料集　Excel形式」のページを表示可能。

４．使用項目 （計　１　項目）
① レンタカー事業者数および車両数の推移」ファイル：「乗用車」の平成19年車両数

※上記の例は、平成18年である。平成19年の情報を収集すること。

①

…
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１．統計資料名

No.34 機械統計年報

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
経済産業省ホームページ

統計
経済産業省生産動態統計

統計表一覧
機械統計

年報
平成19年その２

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「平成19年その２」ファイル：「40」シート：「乗用車（１～３）」の「出荷(Sh)」の「数量（台）」、「金額（百万円）」

の平成19年の値

①
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１．統計資料名

No.35 NHK収支予算、事業計画及び資金計画

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
NHKホームページ

NHK経営情報
収支予算・事業計画・資金計画

平成19年度収支予算、事業計画及び資金計画

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「平成19年度収支予算、事業計画及び資金計画」ファイル：「平成19年度収支予算、事業計画及び資金計

画」の「３　出金の部」の表「平成19年度収支予算、事業計画及び資金計画」の建設経費の合計

①
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１．統計資料名

No.36 固定資本マトリックス

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
総務省統計局・政策統括官（統計基準担当）・統計研修所ホームページ

統計データ
分野別一覧

産業連関表
統計表一覧

平成17年(2005年)産業連関表(確報)
固定資本マトリックス

固定資本マトリックス（公的）
基本分類×108部門表

固定資本マトリックス（民間） 
基本分類×108部門表

※上記の□で囲まれた２ファイルを収集すること。

４．使用項目
① 全項目
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１．統計資料名

No.37 法人企業統計年報

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
財務省ホームページ

統計情報
法人企業統計調査

 時系列データ検索メニュー
法人企業統計 年次別調査 (原数値) 　時系列データ検索

※上記の□で囲った検索ページで必要なデータを収集すること

４．使用項目 （計　９　項目）
① 林業の新設投資額（以下を指定して検索した結果）

調査項目：「ソフトウェアを除く設備投資(当期末資金需給)」、「実物投資(当期末資金需給)」、「有形固定
資産(当期末投資)」、「建設仮勘定(当期末投資)」、「減価償却費(当期末減価償却)」
業種：林業
規模：全規模

② 漁業の新設投資額（以下を指定して検索した結果）
調査項目：「ソフトウェアを除く設備投資(当期末資金需給)」、「実物投資(当期末資金需給)」、「有形固定
資産(当期末投資)」、「建設仮勘定(当期末投資)」、「減価償却費(当期末減価償却)」
業種：漁業
規模：全規模

③ 電気業の新設投資額（以下を指定して検索した結果）
調査項目：「ソフトウェアを除く設備投資(当期末資金需給)」、「実物投資(当期末資金需給)」、「有形固定
資産(当期末投資)」、「建設仮勘定(当期末投資)」、「減価償却費(当期末減価償却)」
業種：電気業
規模：全規模

④ ガス・熱供給、水道業の新設投資額（以下を指定して検索した結果）
調査項目：「ソフトウェアを除く設備投資(当期末資金需給)」、「実物投資(当期末資金需給)」、「有形固定
資産(当期末投資)」、「建設仮勘定(当期末投資)」、「減価償却費(当期末減価償却)」
業種：ガス・熱供給・水道業
規模：全規模

⑤ 建設業の新設投資額（以下を指定して検索した結果）
調査項目：「ソフトウェアを除く設備投資(当期末資金需給)」、「実物投資(当期末資金需給)」、「有形固定
資産(当期末投資)」、「建設仮勘定(当期末投資)」、「減価償却費(当期末減価償却)」
業種：建設業
規模：全規模

⑥ 情報通信業の新設投資額（以下を指定して検索した結果）
調査項目：「ソフトウェアを除く設備投資(当期末資金需給)」、「実物投資(当期末資金需給)」、「有形固定
資産(当期末投資)」、「建設仮勘定(当期末投資)」、「減価償却費(当期末減価償却)」
業種：情報通信業
規模：全規模
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⑦ 陸運業の新設投資額（以下を指定して検索した結果）
調査項目：「ソフトウェアを除く設備投資(当期末資金需給)」、「実物投資(当期末資金需給)」、「有形固定
資産(当期末投資)」、「建設仮勘定(当期末投資)」、「減価償却費(当期末減価償却)」
業種：陸運業
規模：全規模

⑧ 水運業の新設投資額（以下を指定して検索した結果）
調査項目：「ソフトウェアを除く設備投資(当期末資金需給)」、「実物投資(当期末資金需給)」、「有形固定
資産(当期末投資)」、「建設仮勘定(当期末投資)」、「減価償却費(当期末減価償却)」
業種：水運業
規模：全規模

⑨ その他の運輸業の新設投資額（以下を指定して検索した結果）
調査項目：「ソフトウェアを除く設備投資(当期末資金需給)」、「実物投資(当期末資金需給)」、「有形固定
資産(当期末投資)」、「建設仮勘定(当期末投資)」、「減価償却費(当期末減価償却)」
業種：その他の運輸業
規模：全規模
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※上記例は「林業」。他の業種についても同様のデータを収集すること。

①

①
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１．統計資料名

No.38 リース統計

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
リース事業協会ホームページ

プレスリリース
2008年リース統計

2007年度&2008年4月（EXCELを選択）

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「機種別取扱高2004-2007」シートの表「機種別リース取扱高の推移」の2006年度、2007年度の「自動車」

の「リース取扱高」

① ①
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１．統計資料名

No.39 旅行業取扱実績等報告集計表

２．収集方法

出版物

３．所在・出版元
書名：

旅行業取扱実績等報告集計表（第1種）

発行元：
観光庁　観光産業課

※上記の資料を観光庁　観光産業課から直接入手すること

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「Ⅱ　経営状況」「１　全社」の固定資産の額

①
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独立行政法人 経済産業研究所 JIP データベース仕様書 
（労働編） 

 

 

（別添１－３） 

 
 
 
 
 

JIP データベースデータ収集・入力 

に関する資料 

（労働編） 

 

 

 
 
 



労働使用統計一覧

No. 統計資料名 詳細資料名 作成元・出所 作成周期 公表時期

1
賃金センサス
（賃金構造基本統計調査）

平成20年賃金構造基本統計調査
厚生労働省大臣官房統計情報部賃
金福祉統計課

WEB e-Stat 政府統計の総合窓口 毎年
調査対象年の翌
年の8月頃

2 工業統計表 工業統計調査　平成19年確報　産業編
経済産業省経済産業政策局調査統
計部構造統計課

WEB 経済産業省ホームページ 毎年
調査対象年の
翌々年の4月頃

3 労働力調査
労働力調査　長期時系列データ
労働力調査　基本集計

総務省統計局統計調査部国勢統計
課労働力人口統計室

WEB 総務省統計局ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の3月頃

4 農林水産省統計表 第82次農林水産省統計表 平成18年～19年 農林水産省大臣官房統計部 出版物 農林水産省大臣官房統計部 毎年
調査対象年の翌
年の5月頃

5 農業経営統計調査

農業経営統計調査 平成19年　個別経営の営農類型別経営統計
(水田作経営)
農業経営統計調査 平成19年　個別経営の営農類型別経営統計
(野菜作・果樹作・花き作経営)
農業経営統計調査 平成19年　個別経営の営農類型別経営統計
(畑作経営)
農業経営統計調査 平成19年　個別経営の営農類型別経営統計
(酪農・肉用牛・養豚・採卵養鶏・ブロイラー養鶏経営)

農林水産省大臣官房統計部経営・
構造統計課

WEB 農林水産省ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の12月頃

6 産業連関表　雇用表
平成17年(2005年)産業連関表(確報)　雇用表（生産活動部
門別従業者内訳表）

総務省統計局 WEB 総務省統計局ホームページ 5年毎
調査対象年の3～
4年後

7 農業構造動態調査報告書 平成19年農業構造動態調査結果概要
農林水産省大臣官房統計部経営・
構造統計課

WEB 農林水産省ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の8月頃

8 医療施設調査病院報告 平成１９年病院報告
厚生労働省大臣官房統計情報部人
口動態・保健統計課

WEB 厚生労働省ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の9月頃

入手方法
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労働使用統計一覧

No. 統計資料名 詳細資料名 作成元・出所 作成周期 公表時期入手方法

9 国民経済計算年報
平成19年度国民経済計算 （平成12年基準・93SNA）  5．付
表  （3）経済活動別の就業者数・雇用者数、労働時間数

内閣府経済社会総合研究所 WEB 内閣府ホームページ 毎年
調査対象年の
翌々年の12月頃

10 毎月勤労統計調査年報 毎月勤労統計調査　全国調査　年報 厚生労働省大臣官房統計情報部 WEB 厚生労働省ホームページ 毎年
調査対象年の翌
年の2月頃

11 国勢調査（※） 昭和45年国勢調査～平成17年国勢調査
総務省統計局統計調査部　国勢統
計課

WEB／出版物
WEB:e-Stat 政府統計の総合窓口
出版物：日本統計協会他

5年毎
調査対象年の3～
4年後

12
賃金センサス
（賃金構造基本統計調査）（※）

昭和45年賃金構造基本統計調査  ～平成19年賃金構造基
本統計調査

厚生労働省大臣官房統計情報部賃
金福祉統計課

WEB／出版物
WEB:e-Stat 政府統計の総合窓口
出版物：労働法令協会他

毎年
調査対象年の翌
年の8月頃

13 産業連関表　雇用マトリックス（※）
産業連関表　雇用マトリックス（生産活動部門別職業別雇用
者数表）

総務省統計局 WEB／出版物
WEB:総務省統計局ホームページ
出版物：総務省統計局

5年毎
調査対象年の3～
4年後

※No.11～１３は過去データの収集のため、初年度（平成21年度）のみ収集作業を行うこと。2年目以降は収集の必要なし。
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１．統計資料名

No.1 賃金センサス（賃金構造基本統計）

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
e-Stat 政府統計の総合窓口

賃金構造基本統計調査 
平成20年賃金構造基本統計調査  

全国　産業大分類
年齢階級別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与
　その他特別給与額

D・E・F
G・H・I・J・K・L 
M・N・O・P・Q

全国　産業中分類
年齢階級別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与
　その他特別給与額

E06～E08
F09～F12
F13～F16
F17～F22
F23～F25
F26～F29
F30～F32
G33・G36（民・公営計）
H37～H41
I42（民・公営計）・I43～I48
J49-54～J57
J58～J60
K61～K67
M70-71～M72
N73・N75
O76～O77
P78（民・公営計）・P79
Q80～Q83
Q84～Q87
Q88～Q91

職種
職種・性、年齢階級別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び
　年間賞与その他特別給与額 

※上記の□で囲まれた２４ファイルを収集すること。
※対象年の翌年のデータを収集すること
　　（平成21年度は、「平成20年賃金構造基本統計調査 」を収集すること）
※「e-Stat政府統計の総合窓口」の検索機能を使用することで該当する統計資料を表示することが可能。
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４．使用項目 （計　２　項目）
①

②

※上記例は平成19年。平成20年のデータを収集すること。

各ファイル・各シートの「第１表　　年齢階級別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞
与その他特別給与額」の男女計、男・学歴計、女・学歴計及び男女、学歴、年齢階級別の「企業規模
計」の「所定内実労働時間数」、「超過実労働時間数」、「決まって支給する現金給与額」、「年間賞与そ
の他特別給与額」、「労働者数」
「職種・性、年齢階級別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額
（産業計）」表の男女、職種、年齢階級別の「企業規模計」の「所定内実労働時間数」、「超過実労働時
間数」、「決まって支給する現金給与額」、「年間賞与その他特別給与額」、「労働者数」

① ①
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※上記例は収集対象の表の一部である。全産業のデータを収集すること。
※「女」についても「男」と同様のデータを収集すること。
※上記例は平成19年。平成20年のデータを収集すること。

① ①
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※上記例は収集対象の表の一部である。全職種、全年齢階級のデータを収集すること。
※「女」についても、「男」と同様のデータを収集すること。
※上記例は平成19年。平成20年のデータを収集すること。

② ②
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１．統計資料名

No.2 工業統計表

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
経済産業省ホームページ

統計
工業統計調査

調査の結果
統計表一覧

平成19年確報　産業編

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
①

※すべての産業分類について従業者数を収集すること
※上記例は平成18年。平成19年のデータを収集すること

「１　産業別統計表 (産業細分類別)」「(1) 従業者４人以上の事業所に関する統計表」の各産業分類の
従業者数

①

①

①

①

①
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１．統計資料名

No.3 労働力調査

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
総務省統計局ホームページ

統計データ
労働力調査

長期時系列データ
年平均結果―全国

従業上の地位別就業者数
年齢階級(5歳階級)別就業者数及び就業率

労働力調査 調査結果
基本集計

最新年平均の結果　
結果表・データベース（年平均）（全国）

2007年
産業，従業上の地位（雇用者については従業者規模）
　別就業者数

詳細集計
最新年平均の結果　

結果表・データベース（年平均）（全国）
2007年

年齢階級・教育，就業状態別15歳以上人口

※上記の□で囲まれた４ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　４　項目）
①

②

③

④

「従業上の地位別就業者数」ファイル：表「(1)従業上の地位，男女別就業者数」の「総数」、男女別の「総
数」、「自営業主」、「家族従業者」、「雇用者」

「年齢階級(5歳階級)別就業者数及び就業率」ファイル：表「（３）年齢階級別就業者数及び就業率」の「総
数」、男女別の「総数」、男女別の各年齢階級の就業者数

「産業，従業上の地位（雇用者については従業者規模）別就業者数」ファイル：表「産業，従業上の地位
（雇用者については従業者規模）別就業者数」の「総数」、男女別の「総数」、産業別の就業者数
※１：運輸業、通信業、郵便局をまとめて「運輸・通信業」として集計
※２：卸売・小売業、一般飲食店、遊興飲食店をまとめて「卸売・小売業、飲食店」として集計
※３：金融・保険業、不動産業をまとめて「金融・保険業、不動産業」として集計
※４：通信業以外の情報通信業、宿泊業、医療・福祉、教育・学習支援業、郵便局以外の複合サービス
業、サービス業（他に分類されないもの）をまとめてサービス業として集計

「年齢階級・教育，就業状態別15歳以上人口」ファイル：表「第４表   年齢階級・教育，就業状態別15歳
以上人口」の「就業者の総数」、男女別の「総数」、各学歴の就業者数（在学中及び卒業）

8



① ① ① ① ①

②

… …
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②

②

10



③

③

③

③

③

③

③（※１）

③（※４）

…
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③（※１）

③（※１）

③（※２）

③（※２）

③（※３）

③（※４）

③（※４）

③（※４）
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※「女」についても「男」と同様のデータを収集すること

③

④

13



※「女」についても「男」と同様のデータを収集すること

④

④

④
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１．統計資料名

No.4 農林水産省統計表

２．収集方法

出版物

３．所在・出版元
書名：

第82次農林水産省統計表 平成18年～19年

発行元：
農林水産省大臣官房統計部

※上記の１冊を収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「6　農業経営組織別販売農家数」の「単一経営農家」「稲作」、「麦類作」、「雑穀・いも類・豆類」、「工芸

農作物」、「露地野菜」、「施設野菜」、「果樹類」、「花き・花木」、「その他の作物」、「酪農」、「肉用牛」、
「養豚」、「養鶏」、「その他の畜産」、「養蚕」、「準単一複合経営農家」、「複合経営農家」の平成19年全
国の値

①
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※上記例は平成17年の値である。

①
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１．統計資料名

No.5 農業経営統計調査

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
農林水産省ホームページ

統計情報
農家の所得や生産コスト、農業産出額など

水田作等経営収支
農業経営統計調査 平成19年　個別経営の営農類型別経営統計
　 (水田作経営)
農業経営統計調査 平成19年　個別経営の営農類型別経営統計
　 (野菜作・果樹作・花き作経営)
農業経営統計調査 平成19年　個別経営の営農類型別経営統計
　 (畑作経営)
農業経営統計調査 平成19年　個別経営の営農類型別経営統計
　 (酪農・肉用牛・養豚・採卵養鶏・ブロイラー養鶏経営)

※上記の□で囲まれた４ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　４　項目）
①

②

③

「農業経営統計調査 平成19年　個別経営の営農類型別経営統計 (水田作経営)」ファイル：
「稲作1」シートの「農業所得」の経営全体の平均
「稲作3」シートの「月平均農業経営関与者数」、「自営農業労働時間」、「家族（ゆい・手間替受け含
む。）」の経営全体の平均
「稲作5」シートの「農業雇用労賃」の経営全体の平均
「農業経営統計調査 平成19年　個別経営の営農類型別経営統計 (野菜作・果樹作・花き作経営)」ファ
イル：
「露地野菜作（規模1）」シートの「農業所得」の経営全体の平均
「露地野菜作（規模2」シートの「月平均農業経営関与者数」、「自営農業労働時間」、「家族（ゆい・手間
替受け含む。）」の経営全体の平均
「露地野菜作（規模3）」シートの「農業雇用労賃」の経営全体の平均
「施設野菜作（規模1）」シートの「農業所得」の経営全体の平均
「施設野菜作（規模2」シートの「月平均農業経営関与者数」、「自営農業労働時間」、「家族（ゆい・手間
替受け含む。）」の経営全体の平均
「施設野菜作（規模3）」シートの「農業雇用労賃」の経営全体の平均
「果樹作1（規模別）」シートの「農業所得」、「月平均農業経営関与者数」、「自営農業労働時間」、「家族
（ゆい・手間替受け含む。）」の経営全体の平均
「果樹作2（規模別）」シートの「農業雇用労賃」の経営全体の平均

「農業経営統計調査 平成19年　個別経営の営農類型別経営統計 (畑作経営)」ファイル：
「P6-7」シートの「農業所得」の経営全体の平均
「P8-9」シートの「月平均農業経営関与者数」、「自営農業労働時間」、「家族（ゆい・手間替受け含
む。）」の経営全体の平均
「P10-11」シートの「農業雇用労賃」の経営全体の平均
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④ 「農業経営統計調査 平成19年　個別経営の営農類型別経営統計 (酪農・肉用牛・養豚・採卵養鶏・ブロ
イラー養鶏経営)」ファイル：
「P36･P37」シートの「４　採卵養鶏経営（全国、採卵鶏飼養羽数規模別）」「農業所得」の経営全体の平
均
「P38･P39」シートの「４　採卵養鶏経営（全国、採卵鶏飼養羽数規模別）」「月平均農業経営関与者
数」、「自営農業労働時間」、「家族（ゆい・手間替受け含む。）」、「農業雇用労賃」の経営全体の平均
「P40･P41」シートの「５　ブロイラー養鶏経営（全国、ブロイラー販売羽数規模別）」「農業所得」の経営
全体の平均
「P42･P43」シートの「５　ブロイラー養鶏経営（全国、ブロイラー販売羽数規模別）」「月平均農業経営関
与者数」、「自営農業労働時間」、「家族（ゆい・手間替受け含む。）」、「農業雇用労賃」の経営全体の平
均
「P32･P33」シートの「３　養豚経営（全国、肥育豚飼養頭数規模別）」「農業所得」の経営全体の平均
「P34･P35」シートの「３　養豚経営（全国、肥育豚飼養頭数規模別）」「月平均農業経営関与者数」、「自
営農業労働時間」、「家族（ゆい・手間替受け含む。）」、「農業雇用労賃」の経営全体の平均
「P4･P5」シートの「（１）酪農経営（全国、搾乳牛飼養頭数規模別）」「農業所得」の経営全体の平均
「P6･P7」シートの「（１）酪農経営（全国、搾乳牛飼養頭数規模別）」「月平均農業経営関与者数」、「自営
農業労働時間」、「家族（ゆい・手間替受け含む。）」、「農業雇用労賃」の経営全体の平均
「P24･P25」シートの「（４）肥育牛経営（全国、肥育牛飼養頭数規模別）」「農業所得」、「月平均農業経営
関与者数」の経営全体の平均
「P26･P27」シートの「（４）肥育牛経営（全国、肥育牛飼養頭数規模別）」「自営農業労働時間」、「家族
（ゆい・手間替受け含む。）」、「農業雇用労賃」の経営全体の平均

①
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①

①

①
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②

②

②
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※施設野菜作についても同様の情報を収集すること

②

②

② ②

…
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②②
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③

③

③
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③

④
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④

④

④
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④

④

④

④

…
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④

④

④

④

…
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④

④

④

④

…
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④

④

…
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④

④

30



１．統計資料名

No.6 産業連関表雇用表

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
総務省統計局ホームページ

統計データ
分野別一覧

産業連関表
統計表一覧 

平成17年(2005年)産業連関表(確報)
雇用表（生産活動部門別従業者内訳表）

基本分類表

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目
① 全項目
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１．統計資料名

No.7 農業構造動態調査

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
農林水産省ホームページ

統計情報
農家数、担い手、農地など

農家数・農業従事者数
平成19年農業構造動態調査結果概要（平成19年02月01日現在）

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 表「６　農業経営組織別農家数　（全国）」の「販売のあった農家数」、「単一経営農家」の「計」、「稲作」、

「畑作」、「露地野菜」、「施設野菜」、「果樹類」、「酪農」、「肉用牛」、「その他」、「準単一複合経営」、「複
合経営」

①

①
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１．統計資料名

No.8 医療施設調査病院報告

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
厚生労働省ホームページ

統計調査結果
分野別一覧

保健衛生
病院報告

統計表一覧
平成１９年病院報告

上巻（全国） 　従事者数
2007年 

J57　従事者数，職種・開設者（中分類）・精神科病院－
　一般病院（再掲）別 

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「J57　従事者数，職種・開設者（中分類）・精神科病院－一般病院（再掲）別 」ファイル：

総数、国、厚生労働省、その他の国、都道府県、市町村、その他の公的医療機関、社会保険関係団
体、公益法人、医療法人、その他の法人、会社、個人の従業者総数

①

①
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１．統計資料名

No.9 国民経済計算年報

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
内閣府ホームページ

統計情報・調査結果
SNA

２．統計表一覧
平成19年度確報

5．付表
（3）経済活動別の就業者数・雇用者数、労働時間数

※上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「（3）経済活動別の就業者数・雇用者数、労働時間数」ファイルの「暦年（１）就業者」シート及び「暦年

（２）雇用者」シートの内容すべて

①
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①

35



１．統計資料名

No.10 毎月勤労統計調査

２．収集方法

WEBからのダウンロード

３．所在・出版元
厚生労働省ホームページ

統計調査結果
分野別一覧

雇用
毎月勤労統計調査（全国調査・地方調査）

統計表一覧
年報

2007年 
28　産業大中分類，性別常用労働者数
11　産業別常用雇用指数
13　産業大中分類別常用労働者１人平均月間現金給与額
17　産業大中分類別常用労働者１人平均月間実労働時間数
34　産業大分類，性別常用労働者数，賃金及び労働時間数
 （平成１９年平均）

※上記の□で囲まれた５ファイルを収集すること。

４．使用項目 （計　５　項目）
①

②

③

④

⑤ 「産業大分類，性別常用労働者数，賃金及び労働時間数（平成１９年平均）」ファイル：製造業、建設業、
情報通信業、運輸業の事業所規模5～29人の常用労働者数と現金給与総額

「産業大中分類，性別常用労働者数」ファイル：産業大分類単位の事業所規模５人以上の労働者計

「産業別常用雇用指数」ファイル：産業大分類単位の事業所規模５人以上の労働者計

「産業大中分類別常用労働者１人平均月間現金給与額」ファイル：産業大分類単位の事業所規模５人以
上の現金給与総額

「産業大中分類別常用労働者１人平均月間実労働時間数」ファイル：産業大分類単位の事業所規模５人
以上の総実労働時間
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①

①

37



② ②

② ②

② ②
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②

② ② ②

② ②
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※産業別常用雇用指数と同様にすべての産業大分類についての現金給与総額を収集すること

※産業別常用雇用指数と同様にすべての産業大分類についての総実労働時間を収集すること

③ ③

④ ④ ④

⑤

⑤
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１．統計資料名

No.11 国勢調査　　（初年度のみ収集を行うこと）

２．収集方法

WEBからのダウンロード、出版物

３．所在・出版元
WEB（2005年分の場合）

e-Stat政府統計の総合窓口
平成17年国勢調査

抽出調査票による就業者の産業（小分類），職業（小分類）など（抽出詳細集計）
全国結果

報告書掲載表
産業（小分類），職業（小分類）別15歳以上就業者数 － 全国

総数～H 運輸・通信従事者
I 生産工程・労務作業者～J 分類不能の職業

出版物の場合
書名：国勢調査
発行元：日本統計協会

※1970年～2005年の8期間（5年毎）を収集すること。
※WEBで公開されている期間については、上記の□で囲まれた２ファイルを収集すること。
　 WEBで公開されていない期間については、出版物を収集すること。
※WEBからのダウンロードの場合、「e-Stat政府統計の総合窓口」の検索機能を使用することで該当する
　統計資料を表示することが可能。

４．使用項目 （計　１　項目）
①

※上記例は収集対象の表の一部である。該当表のすべての項目を収集すること。

抽出詳細集計　全国編の「産業（小分類），職業（小分類）別15歳以上就業者数 － 全国」表の全データ

41



１．統計資料名

No.12 賃金センサス（賃金構造基本統計）　　　（初年度のみ収集を行うこと）

２．収集方法

WEBからのダウンロード、出版物

３．所在・出版元
WEB（2007年分の場合）

e-Stat政府統計の総合窓口
賃金構造基本統計調査 

平成19年賃金構造基本統計調査  
職種

職種・性、年齢階級別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び
　年間賞与その他特別給与額 

出版物の場合
書名：賃金構造基本統計調査報告
発行元：労働法令協会

※1970年～2007年までの38期間（毎年）を収集すること。
※WEBで公開されている期間については、上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。
　 WEBで公開されていない期間については、出版物を収集すること。
※WEBからのダウンロードの場合、「e-Stat政府統計の総合窓口」の検索機能を使用することで該当する
　統計資料を表示することが可能。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 「職種・性、年齢階級別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額

（産業計）」表の男女、職種、年齢階級別の「企業規模計」の「所定内実労働時間数」、「超過実労働時
間数」、「決まって支給する現金給与額」、「年間賞与その他特別給与額」、「労働者数」

42



※上記例は収集対象の表の一部である。全職種、全年齢階級のデータを収集すること。
※「女」についても、「男」と同様のデータを収集すること。

① ①
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１．統計資料名

No.13 産業連関表　雇用マトリックス　　　（初年度のみ収集を行うこと）

２．収集方法

WEBからのダウンロード、出版物（CD-ROM）

３．所在・出版元
総務省統計局ホームページ

統計データ
分野別一覧

産業連関表
統計表一覧 

平成17年(2005年)産業連関表(確報)
雇用マトリックス（生産活動部門別職業別雇用者数表） 

108部門表

出版物の場合
書名：産業連関表全国表付帯表（雇用マトリックス）
発行元：総務省統計局

※1970年～2005年までの8期間（5年毎）を収集すること。
※WEBで公開されている期間については、上記の□で囲まれた１ファイルを収集すること。
　 WEBで公開されていない期間については、出版物（CD-ROM）を収集すること。

４．使用項目 （計　１　項目）
① 雇用マトリックス（生産活動部門別職業別雇用者数表） の全項目

44



※上記例は収集対象の表の一部である。表全体のデータを収集すること。

①
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JIP データベース 

データ入力提出形態 

に関する資料 

 

 

 

2009 年 7 月 

 

 

 

別添２ 



1. 提出物・提出形態について  
 
①提出物 
  ・入力データ 

・元データ 
   電子媒体 

      紙媒体 
②提出形態 
   ・入力データ 

(1) 資本、労働、産業連関表のフォルダを作成 
(2) (1)で作成した各フォルダに、入力データフォルダを作成 
(3)下記 2.で示した形式で入力データを格納し提出。 

・元データ（電子媒体） 
  (1) 入力データの(1)で作成した各フォルダに、元データフォルダを作成 

(2)下記 3.で示した形式で元データを格納し提出。 
  ・元データ（紙媒体） 
   (1)紙媒体としてしか入手することが出来ない元データに関しては 
    下記 4.で示した形式でコピーを作成し提出する。 



2.  入力データフォルダについて 
 
(1) 各資本、労働、産業連関表の入力データフォルダの中に、入札仕様書の使用統計一覧の

統計資料名ごとのフォルダを作成。 
フォルダ名は「No.」欄の値をそのまま使う。 

〈参考 各統計資料数〉 
産業連関表：9 個  
労働： 1 年目 13 個、2、3 年目 10 個 
資本： 47 個 

 
(2) 各フォルダの中に、使用統計一覧の統計資料ごとのファイルを作成する。 
ファイル名は、「No.1賃金センサス（賃金構造基本統計）」のように、「No.」と「統計資

料名」で構成する。 

 

(3) (2)のファイルに、「使用項目」毎のシートを作成 
例 労働：ファイル名 「No.3 労働力調査」 
  使用項目が 4 つある。シート名：①、②、③、④の計 4 シート。 

入力データ格納フォルダ構造例  
労働 

   入力データ 
      １                   フォルダ 
           ２      
           ３           
              No.3 労働力調査.xls  ファイル 
       
   元データ フォルダ 
 

  入力ファイル構造 
No.3 労働力調査.xls 

        Sheet「①」 
     Sheet「②」 
     Sheet「③」 
     Sheet「④」 
 
 
 



 
(4) データ入力例 
数字のみでなく、データ名を入力する。ラベルに関しては元データのものを使用する 
例）「No.3 労働力調査」、使用項目① 
元データ(枠で囲まれているのが取得対象) 

 
 
入力例 

 
 

ラベルか

ら入力 不要な項目は省略する 
表のタイトル等は不要 



 
3. データ確認のための元データ（電子媒体）について 
 
(1)Web 上でのみ入手可能なデータに関しては、以下の構造のデータを提出する。 
資本、労働、産業連関表の各フォルダに「元データフォルダ」を作成する。 
(2)各資本、労働、産業連関表の元データフォルダの中に、入札仕様書の使用統計一覧の統

計資料名ごとのフォルダを作成。 
フォルダ名は「No.」欄の値をそのまま使う。 

(3) (2)で作成した各フォルダに該当 Web ページからダウンロードしたファイルを格納する。

ダウンロードしたときにつけられる名前をそのまま使う。  
 
例 労働：「No.3 労働力調査」使用項目①に関する元データ  

ファイル名：lt04-01.xls 
元データ格納フォルダ構造例 
労働 

     入力データ 
  元データ       フォルダ 

       １ 
            ２      
            ３           
               lt04-01.xls  ファイル 
 

ダウンロード実行時にデフ

ォルトでつけられるファイ

ル名 



 
4. データ確認のための元データ（紙媒体）について 
 
(1)紙媒体としてしか入手することが出来ない元データに関しては 
該当ページの等倍のコピーを作成し提出する。 
(2)(1)でコピーを作成したとき、使用統計一覧の「№」欄の値をコピーに記入する。 
(3)提出例 
例）労働「Ｎo.4 農林水産省統計表」コピー 

 
・ 参考 労働 使用統計一覧（一部抜粋） 

「Ｎｏ．」を 
記入



 



RIETI-TID 入札仕様（案） 

 

はじめに 

｢RIETI-TID｣は、東アジアの製造産業活動を貿易動向から把握する観点から、域内で

貿易取引が活発な産業に焦点を絞りつつ、全ての貿易財を産業毎に生産工程別に整理し

た貿易産業分類表に基づき作成した貿易マトリックスである。これにより三角貿易構造

について、産業別に生産工程間分業の進展を反映した分析を行い、対象国の競合、補完

関係等の動的変化を明らかにすることができるデータベースである。 

 

作業概要 

以下に示す①～③までの作業を行うこととする 

① 2008 年（２年目は 2009 年）のデータ作成を行い、当該データを既存の RIETI-TID の

データに付加(更新)する。 

② 更新後のデータを元に検索システムを付加したデータベースを構築し、これを民間事

業者が直接又は間接に管理するサーバーに保管・維持・管理するとともに、当所ホー

ムページ閲覧者からの検索に供する。 

③ 更新後のデータ、データベース、データベース生成システム(データを作成する際に使

用したプログラムのソースコード)及び検索システム(検索システムのソースコード)を

当研究所に納入する。 

 

１．分類 

１－１．産業の分類 

� 産業については、日本の産業連関表の統合大分類（32 部門）のうち農林水産業、鉱業

を含む製造業の分類を基礎として、13 の産業に整理し、東アジアの工程間分業の進展を

効率的に反映するために、分類上、以下の点について工夫している。 

① 生産工程のうち原料、素材生産に相当する農林水産業、鉱業については、産業連関表

の様に独立した産業として分類せず、それぞれ関連の製造業の川上産業として整理する。

具体的には、「食料品」、「パルプ・紙」については、「農林水産業の関連商品」、また「化

学製品」、「石油・石炭製品」、「窯業・土石製品」、「鉄鋼、非鉄金属、金属製品」につい

ては、「鉱業の関連商品」を含めて分類する。 

別添３ 



② 非鉄金属、金属製品は、生産工程上類似している点が多いと見なせることから、一つ

の分類として整理する。更に、鉄鋼についても、生産工程上の BEC 分類では加工品に

しか分類されないため、同一産業として含まる。 

③ 電気機械については、東アジアの工程間分業の状況を踏まえ、電気機械と家庭用電気

機器とに分けて整理する。 

④ その他の製造工業製品は、雑貨・玩具として整理する。プラスチックについては、産

業連関表の分類上はその他の製造業に含まれているが、生産工程の観点から雑貨・玩具

に入れず化学製品に含める。 

 

１－２ 生産段階別の分類 

13 分野に整理された産業を、更に素材、中間財（加工品、部品）、最終財（資本財、

消費財）の 3 つのカテゴリー（5 つのサブカテゴリー）に分類する。これは、国連の BEC

（Broad Economic Categories）分類を基に、貿易財の生産工程における性質から各産

業の貿易データを 3 つのカテゴリーに集約し、SNA(System of National Account)の基

準により分類するものである表１参照）。 

 
表１ RIETI-TID の産業別生産段階別分類表 

生産段階別
加工品 部品 資本財 消費財

1 2 3 4 5

1 食料品及び関連の農林水産業 ◎ ◎ ◎ ◎

2 繊維製品 ◎ ◎ ◎ ◎

3 パルプ・紙・木製品（含むゴム、皮、油）及び関連の農林水産業 ◎ ◎ ◎ ◎

4 化学製品（プラスチック製品含む） ◎ ◎ ◎

5 石油・石炭製品及び関連の鉱業 ◎ ◎

6 窯業・土石製品及び関連の鉱業 ◎ ◎ ◎

7 鉄鋼、非鉄金属・金属製品及び関連の鉱業 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

8 一般機械 ◎ ◎ ◎ ◎

9 電気機械 ◎ ◎ ◎

10 家庭用電気機器 ◎ ◎ ◎ ◎

11 輸送機械 ◎ ◎ ◎ ◎

12 精密機械 ◎ ◎ ◎ ◎

13 玩具・雑貨 ◎ ◎ ◎ ◎

中間財 最終財

産業別

素材

 

 

１－３ 使用データ 

｢RIETI-TID｣においては、国連 COMTRADE の SITC データを使用する 。SITC は



HS より分類が粗くなるものの、分類上の特徴として、製造に使われた原料、製造段階、

商品の使用、技術的進歩などを反映しているため 、工程間分業を反映する上で望ましい

性質を持っている。国連 COMTRADE は有料となっているため、その利用手続を行うと

ともに、当所からの委託によりデータベースを作成し、それを無償にて当所のＨＰを経

由して RIETI-TID の名称で公表することの了解を得ること。 

また、国連のデータベースは、台湾が含まれないため、台湾のデータに関しては、台

湾の財政部のホームページ(http://eweb.customs.gov.tw/)より対象年・対象の貿易相手国

の HS コードを使用し、SITC に変換する。 

分類の対象とする貿易データは、国連 COMTRADE の SITC (Rev.3)データである。

SITC データを使用する理由は、以下の 3 点が挙げられる。 

�  HS より若干分類が荒くなる（最大 5 桁の分類）ものの、国連加盟国全てに関する

同質で比較可能な貿易データが得られる。 

� HS が導入された 1988 年より古い貿易データが入手出来る（最も古いデータは 1962

年）。 

�  SITC 分類は、製造に使われた原料、製造段階、商品の使用、技術的進歩などを反

映しているため、生産工程の国際的な分業を反映する上で望ましい特徴を有している。 

 

２．RIETI-TID のデータの更新 

２－１ データのダウンロード 

本更新業務では、表２の国を対象に輸入データのダウンロードを行う。また、この対

象国以外の国は、すべて足し合わせて、その他世界｢Rest of the WORLD｣として、デー

タをダウンロードする。 

 (1) UN Comtrade によるダウンロード 

� 国連データに存在しない台湾以外の 57 カ国・地域は、｢UN Comtrade｣より、SITC

コード Rev.3 の 3 桁分類・4 桁分類・5 桁分類のそれぞれの 2008 年(2 年目は 2009

年)の輸入データをダウンロードする（図１参照）。 

 (2) 台湾のデータのダウンロード 

�  UN Comtrade 上にない台湾のデータに関しては、別途、台湾の財政部のホーム

ページ(http://eweb.customs.gov.tw/)より対象年・対象の貿易相手国の HS コードの

輸出・輸入データのダウンロードを行う。（図２参照） 



�  台湾のデータは、SITC コードでの入手ができないため、HS コードでダウンロー

ドした後、SITC に変換する。また、台湾ドルをＵＳドルへ変換する。ここで、輸

出データは FOB(本船渡し価格)で評価されているため、輸入の価格評価 CIF（運賃･

保険料込み価格）に換算するため、もとの数字に 1.1（運賃・保険料率）を乗じて

整理する。 

 
表２ RIETI-TID2008 対象国・地域リスト 

アルゼンチン Argentina   ラトビア Latvia 
オーストラリア Australia   リトアニア Lithuania 
オーストリア Austria   ルクセンブルク Luxembourg 
ベルギー Belgium   マレーシア Malaysia 
ボリビア Bolivia   マルタ Malta 
ブラジル Brazil   メキシコ Mexico 
ブルネイ Brunei Darussalam   オランダ Netherlands 
ブルガリア Bulgaria   ニュージーランド New Zealand 
カンボジア Cambodia   ノルウェー Norway 
カナダ Canada   パラグアイ Paraguay 
チリ Chile   ペルー Peru 
中国 China   フィリピン Philippines 
コロンビア Colombia   ポーランド Poland 
キプロス Cyprus   ポルトガル Portugal 
チェコ Czech Rep.   ルーマニア Romania 
デンマーク Denmark   ロシア Russian Federation 
エクアドル Ecuador   インド India 
エストニア Estonia   シンガポール Singapore 
フィンランド Finland   スロバキア slovakia 
フランス France   ベトナム Viet Nam 
ドイツ Germany   スロベニア Slovenia 
ギリシア Greece   スペイン Spain 
香港 China, Hong Kong SAR   スウェーデン Sweden 
ハンガリー Hungary   タイ Thailand 
インドネシア Indonesia   トルコ Turkey 
アイルランド Ireland  英国 United Kingdom 
イタリア Italy  米国 USA 
日本 Japan  ウルグアイ Uruguay 
韓国 Rep. of Korea  ベネズエラ Venezuela 

注）データの制約上、｢ベルギーとルクセンブルク｣、｢チェコとスロバキア｣はそれぞれ同一国として整理を行う。 

 

 



図１ UN Comtrade のダウンロード 

2)SITＣコード
（3桁・4桁・5桁で設定する。）

3)報告国

（対象国を設定する。）

4)相手国

（貿易相手国を設定する。）

5)対象年
（2006年と設定する。新規追加国は1980

～2006年を設定する）

1)ＳＩＴＣ Rev.3に設定する。

6)輸入のみを選択する。

 

 

２－２ データベースの作成 

 (1) 原データ 

① 前回構築したデータベース原データ（請負先として決定時に、コード対応表等と

ともに当所から提供）に、今回新たにダウンロードしたデータを加えて 13 の産業、

５つの生産段階に分類し、輸入マトリクスの原データを作成する。 

② データは、表 3 の例示で示すように｢period｣、｢Trade Flow｣、｢Reporter｣、

｢Partner｣、｢Commodity Code｣、｢Trade Value｣の 6 つの項目で整理する。 

③ ｢period｣は年代、｢Trade Flow｣は、輸入データであるため全て｢Import｣、

｢Reporter｣は｢Trade Flow｣が｢Import｣であるため輸入国を意味し、｢Partner｣は、

輸出国（輸入元）を意味する。｢Commodity Code｣は、SITC Rev.3 コード番号で、

｢Trade Value｣の単位はＵＳドルである。 

④ 表３のように整理し、SITC rev.3 の分類コードがどの産業のどの生産段階に属す



るかを示す表を統合して、｢RIETI-TID｣で利用する産業別及び産業別生産段階別の

輸入マトリクスとする。 

 
図２ 台湾データのダウンロード画面 

 

 

 

 



表３ ACCESS で整理した場合の RIETI-TID のデータ（例示） 

 

 

⑤ 貿易データは、輸入と輸出があるが、記録時点の差異、輸送途上等の理由の他、

中継貿易、再輸出等の取扱の異なりから、数値に大きな差異を生じることが多い。

そのため、当データベースでは、輸入マトリクスの輸入国と輸入元を表示し直して

輸出マトリクスを作成する。具体的には、「輸入国」⇒「輸出先」、「輸入元」⇒「輸

出国」とする。 

⑥ 上記までで作成できたデータベースの数値が、過去の傾向から妥当なものである

か、整合性の確認をする。具体的には、当該箇所に相当するデータを再ダウンロー

ドして、同値となれば問題なしとする。 

また、各国別に輸出と当該国からの輸入の合計額を計算し、各年の数値と比較を

行い、大きな乖離がないかチェック（いわゆる SUM チェック）を行う。問題があ

ると認められた場合には、適宜データの修正を行う。これは、既述のように、輸出



データは輸入データを反転させて計上していることから、データの確認ではなく、

反転作業の確認作業となる。 

この他、表７に示す地域別集計値を作成する。 

 

 (2) データベースへの展開 

利用者が当所ホームページから使用できるものであれば、データベースの種類、使

用言語は問わない。 

(1)で作成したデータを、データベース上に展開し、検索機能を付ける。検索キーは、

輸出国または地域、輸入国または地域、産業、生産段階、年代（期間）の 5 キーとソ

ート方式の選択である。表記言語は、当所の英文サイトからの検索を考慮して日本語

と英語の双方で表示すること（現行は英文のみ、図３参照）。 

なお、(1) ⑤及び⑥に関しては、データベースへの展開後に行うことも可能とする。 

 

 (3) データベースの公開 

① データベースは、その公開用のサーバも含め、請負者が契約締結期間において自

ら維持・管理を行う。 

② データベースに関する問い合わせ先として別途指示する経済産業研究所担当部署

名をデータベース公開サイト上に掲示する。 

③ 上記経済産業研究所担当部署からデータベース公開に関する技術的な問い合わせ

が回送された場合には、その問い合わせに誠意を持って回答すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表７ RIETI-TID に含める集計地域の定義 

地域 対象国 
EAST ASIA 
（東アジア＋ASEAN 原 5） 

日本、韓国、中国、香港、台湾、インドネシア、シンガポール、タ
イ、フィリピン、マレーシア 

NAFTA  アメリカ、カナダ、メキシコ 

MERCOSUR アルゼンチン、ブラジル、パラグアイ、ウルグアイ 
EU15 ベルギー、ドイツ、フランス、イタリア、ルクセンブルク、オラン

ダ、デンマーク、イギリス、アイルランド、ギリシア、スペイン、
ポルトガル、オーストリア、フィンランド、スウェーデン 

EU27 
 

ベルギー、ドイツ、フランス、イタリア、ルクセンブルク、オラン
ダ、デンマーク、イギリス、アイルランド、ギリシア、スペイン、
ポルトガル、オーストリア、フィンランド、スウェーデン、キプロ
ス、チェコ、エストニア、ハンガリー、ラトビア、リトアニア、マ
ルタ、ポーランド、スロバキア、スロベニア、ブルガリア、ルーマ
ニア 

ASEAN4 インドネシア、タイ、フィリピン、マレーシア 

ASEAN8 インドネシア、シンガポール、タイ、フィリピン、マレーシア、ブ
ルネイ、ベトナム、カンボジア 

ASEAN8+6 インドネシア、シンガポール、タイ、フィリピン、マレーシア、ブ
ルネイ、ベトナム、カンボジア、オーストラリア、中国、インド、
日本、韓国、ニュージーランド 

この他、Not ASEAN8 、Not EU27 を作成する。これらは、上記対象国以外で構成する。 

 

図３ データベースの検索方法  

①輸出国または地域を
選択します。

②輸入国または地域を
選択します。

③産業を
選択します。

④生産段階を5段階別
または3 段階別

いずれかを選択します。

④年代を
選択します。

⑤必要に応じてソート方法を
選択します。

⑥最後にSearchボタンを
押すと下に結果がでます。

 

※ なお、輸出国・輸入国で検索可能な地域およびその定義は、表７のとおりである。 
現行の HP は、http://www.rieti.go.jp/jp/projects/rieti-tid/である。 

 



参考１ SITC rev.3 と産業別生産段階別の対照表（一部分） 

 

 
参考２ RIETI-TID のデータベースの中身（一部分） 

 

 

 

 

 

 



参考３ 貿易データベース｢RIETI-TID2009｣の概要 

対象国・ 

地域 

【ア  ジ  ア】：日本、中国、香港、台湾、韓国、シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシ

ア、フィリピン、ベトナム、ブルネイ、カンボジア、インド 

【北    米】：米国、カナダ、メキシコ 

【欧    州】：英国、ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、オランダ、オーストリア、ベルギ

ー、ギリシア、ルクセンブルク、フィンランド、スウェーデン、アイルランド、ポル

トガル、デンマーク、ポーランド、チェコ、スロバキア、ハンガリー、リトアニア、

ラトビア、スロベニア、エストニア、キプロス、マルタ、ルーマニア、ブルガリア、

ロシア、トルコ、ノルウェー 

【南    米】：アルゼンチン、ブラジル、パラグアイ、ウルグアイ、チリ、ベネズエラ、コロンビ

ア、エクアドル、ペルー、ボリビア 

【オセアニア】：オーストラリア、ニュージーランド 

対象年 1980 年～2007 年（ただし国によってデータが存在しない年がある） 

データの 

内容 

国・地域の輸出額・輸入額が、相手国別（グループ・世界合計含む）、産業別(13 分類)、生

産工程別（5 段階）、年別に整理されている。 

留意点 ■原則、輸入データ CIF（運賃･保険料込み）で作成している。 

■各国の台湾からの輸入は、台湾の各国輸出額に 1.1 を乗じて CIF に換算している。

■シンガポールの対インドネシアの 2003 年までの輸入額は公表されていないため、

インドネシアの対シンガポール輸出額は、シンガポールの対インドネシア輸入額と

し、数値に 1.1 を乗じて CIF に換算している。 

■対象国以外の国・地域の合計額を RoW(Rest of the World)とする。 

■世界合計額は、対象国（台湾を含む）と RoW の総和で算出している。 

■データの制約上、ベルギーとルクセンブルク、チェコとスロバキアは、同一国とし

て整理している。 

 

 

 



別添４ 

 

情報セキュリティの管理体制についての調査票 

 

評価項目 選定評価基準 はい いいえ

①経営者による情報セキュリティ基本方針がありますか。   

②情報セキュリティ管理責任者を置いていますか。   

③重要情報資産と個人情報を安全に取扱うためのルール

を定めていますか。 

  

1 社内管理体制 

④セキュリティ事件・事故に対する対応手順がありますか。   

⑤全従業者に情報セキュリティに関する認識の教育を実

施していますか。 

  

⑥従業者に取扱いルールを理解させていますか。   

⑦従業者から秘密保持誓約書を取得していますか。   

2 従 業 者 に 対 す る

措置 

⑧研究所業務の取扱い担当者を限定していますか。   

⑨重要情報資産(個人情報を含む)の取扱い業務エリアへ

の入退室を管理していますか。 

  3 執務室のセキュリ

ティ 

⑩重要情報資産(個人情報を含む)の保管場所の施錠管

理を実施していますか。 

  

⑪機器・装置等の盗難防止措置を講じていますか。   

⑫媒体の無断複製、不正持出しの防止等の措置を講じて

いますか。 

  

⑬媒体の移送、受け渡し時の保護措置を講じています

か。 

  

4 機器・装置・媒体

の取扱い 

⑭媒体の安全な消去、廃棄の手順を整備していますか。   

⑮業務で使用するパソコンのウイルス対策を行っています

か。 

  5 パソコンの利用状

況 

⑯業務で使用するパソコンには ID とパスワードを設定して

いますか。 

  

  ⑰業務で使用するパソコンは外部に持ち出さない。   
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